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第１章　監査の概要　
１　監査の種類
　地方自治法第 252 条の 37 第 1 項に基づく包括外部監査

２　監査の対象とした特定の事件
（１）　島根県及び島根県の外郭団体の借入金 （金利に関することその他付随事項を含む）・偶発	
　　債務・債務負担行為

（２）　外郭団体の資産運用

３　テーマ選定の理由と視点
３－１	　「借入金・偶発債務・債務負担行為」をテーマとした理由
３－１－１　「借入金・偶発債務・債務負担行為」の実態
３－１－１－１　県の「将来負担」のトータルの姿を見る
　現在、島根県はどれほどの負債を負っているのか、 そしてそれはどれくらいの 「将来負担」
となって今後県民の肩にかかってくるのか。
　県の「負債」や「将来負担」についての情報は、県民が自ら地方自治の主体として行動してい
く際に不可欠であり、包括外部監査人自身も一県民として大きな関心がある。
　そこで、県の「借入金・偶発債務・債務負担行為」を本年度の包括外部監査のテーマとしてと
りあげ、県の「負債」や「将来負担」のトータルの姿を把握して、県民に伝えたいと考えたのが
出発点である。

３－１－１－２　「借入金・偶発債務・債務負担行為」と「負債」そして「将来負担」
　（１）　確定債務
　　　ところで、普通「負債」とは、『貸借対照表』の「負債の部」に記載されているものである。
　　　それらは、いつ、いくらを、誰に対して支払わなくてはならないかが確定している、確定
　　債務である。
　　　家計で言えばローンなどであり、県財政で言えば、金融機関からの「借入金」（縁故債）
　　や公募債などがこれにあたる。

　（２）　偶発債務
　　　だが県の「将来負担」が発生するのは、県債という「確定債務」についてだけではない。
　　　例えば、外郭団体の取引に際して県が「損失補償」をする場合である。この場合、外郭団
　　体の取引の相手方に損失が生じれば、県は外郭団体に代わってその損失を補填することにな
　　る。さらに、外郭団体の借入等に際して県が「債務保証」することもある。
　　　「損失補償」も「債務保証」も法的な債務であるものの、実際に負担が生じるまでは、県
　　が支出しなくてはならないかどうかも、その負担すべき額もわからない。

１　確定債務：支払い期日・期限、金額、相手方のすべてが確定しており、支払うべきことが確定しているが、ま
　　　　　　　だ支払われていない債務
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　　　このように、現時点では、現実にはただちに支払いが必要となるわけではないが、将来、
　　支払いの可能性がある債務を偶発債務という。
　　　そして、これら偶発債務も、将来的に県に負担が生じる可能性のあるものとして、当然に、
　　把握しておく必要がある。
　　　これらの「損失補償」、「債務保証」は県の将来の予算を拘束することになるので、単年度
　　会計の予算の承認とは別に、予め「債務負担行為」として、議会の承認を求めることになる
　　（「債務負担行為の承認」）。

　（３）　引当金
　　　ところで、『貸借対照表』の『負債の部』の中には、確定債務に準ずるものとして「引当金」
　　の項目がある。
　　　「引当金」もまた、県の「将来負担」として把握しておくべきものである。
　　　県が作成している『貸借対照表』（『島根県連結バランスシート（試案）』）の「引当金」の
　　中で特に金額が大きいのが「退職給付引当金」である（他の引当金に比べて 3桁大きい）。
　　　今回の包括外部監査では、県の「将来負担」に影響が出るものとして、特に「退職給付引
　　当金」に着目した。

　（４）　今回の包括外部監査では、確定債務だけではなく、潜在リスクである「偶発債務（債務負
　　担行為）」「引当金」を含めた負債、すなわち、島根県の「将来負担」をトータルで把握する
　　ことを考えた（以下、本報告書でいう「負債」とは特に断りのない限り、確定債務の他に、
　　偶発債務（債務負担行為）、引当金を含めたものである）。

３－１－１－３　テーマをめぐる問題意識と関心
　（１）　包括外部監査人は、県の「借入金・偶発債務・債務負担行為」の監査にあたり、次のよう
　　な問題意識・関心を持って監査を行った。

　（２）　金利負担
　　　県の財政規模になると、金利負担は小さくない。
　　　県はどこから、何％の金利で借入をして、いくらの金利を支払っているのか。

　（３）　外郭団体の負債
　　　外郭団体には、県が出資したり、貸付金支出により、財政支援をしたりしている。
　　　さらに、外郭団体に対して県が「損失補償」「債務保証」している場合がある。
　　　すなわち外郭団体の財政状況は、県の将来負担にも関わってくる。
　　　したがって、外郭団体の「負債」もまた、県の「将来負担」の可能性のあるものとして認
　　識しておかなければならない。

　（４）　「県債」について
　　　「県債」は負債としてどのように管理されているのだろうか。
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　　　また、「県債」は、県税収入、地方交付税交付金、国からの補助金等といった、県の「収入」
　　のうちのひとつである。
　　　様々な「収入」の中で、県は、「県債」をどのように位置づけ、「県債」についてどのよう
　　な考え方をしているのだろうか。
　　　また、「県債」による資金調達コスト（金利だけでなく、手数料なども含めたトータルの
　　コスト）はどれくらいなのか。

　「県債」とは
　　　「国債」や「社債」は債券を発行して行う、国や事業会社の資金調達の方法のひとつである。
　　　しかし「県債」は、「国債」や「社債」のように債券を発行して行う資金調達のみを言
　　うわけではなく、その返済が次年度以降にわたる県が行う借入れ全般を言う。
　　　すなわち、金融機関やその他の団体からの借入金（縁故債）と、市場から公募する公募
　　債や財政融資資金など政府資金の全てを「県債」と言う。

　（５）　「負債」の管理と県民への情報開示についての県の考え方
　　　偶発債務を含む「負債」の『管理』につき、県はどのような基本的な考え方や方針を持っ
　　ているのか。そしてどのような方法により、「負債」を管理しているのだろうか。
　　　さらに、「負債」を含む県の財政状況についての県民への情報開示について、県はどのよ
　　うな考え方をしているのだろうか。

３－１－２　財政情報が実態を反映しているか
　（１）　企業における「財務諸表」は実態を正確に表していなくてはならない。経営判断は「財務
　　諸表」などを基にしてなされるのだから、それが実態と異なれば、企業は経営判断を誤りか
　　ねない。
　　　県の場合も同じである。実態よりも良く見える、悪く見える、歪んで見えるような財政上
　　の数字では、県が「経営判断」を誤る可能性がある。
　　　現在、県によって算定され、用いられている財政上の金額は、公正・妥当と認められる基
　　準に基づいたものとして、財政の実態を正確に反映したものとなっているだろうか。
　　　『島根県連結バランスシート（試案）』等の精査を通じて、この点を確認したいと考えた。

　（２）　財政情報が実態を反映しているか、に関連する事柄について、平成 17 年度の「土地開発
　　公社」に関する包括外部監査の指摘がある。
　　　県の外郭団体である「土地開発公社」が県から「短期借入金」	を借入れ、年度末に外部金
　　融機関から借入をして一旦返済し、数日後、新年度初めに県から再び「短期借入金」として
　　借入れ、外部金融機関からの借入を返済することを繰り返していた事例である。
　　　これを県の側から見ると、実質的には長期に回収できない貸付金が、1年以内に回収可能な
　

２　短期借入金：ここでは返済期限が１年以内の借入金
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　　「短期貸付金」として認識され、処理・表示されていたということである。
　　　「短期貸付金」であれば 1年以内に回収されるから、翌年度は他の政策に使うことができる。
　　　しかし、毎年短期貸付を繰り返さざるを得なければ、結局、その貸付金分の資金は他の政
　　策には使えないことになる。つまり、他の政策にすぐには使えない資金が、あたかも、１年
　　以内で回収され、他の政策に使うことができる資金であるかのように表示されているという
　　ことである。
　　　このように財政の実態とは異なる表示がなされていると、政策判断を誤る可能性があると
　　考えられる。
　　　そこで今回、外郭団体の負債を監査するにあたっては、上記平成 17 年度の包括外部監査
　　の指摘を念頭におき、県からの「短期借入金」を含めた外郭団体の「短期借入金」につき留
　　意することとした。
　　　また、県自体の「短期借入金」についても留意することとした。その際に借入等の手続が
　　適正かどうかについても、必要に応じて確認することとした。

３－２　外郭団体の「資産の部」をテーマとした理由
　（１）　当初、「島根県及び島根県の外郭団体の借入金（金利に関することその他付随事項を含む）・
　　偶発債務・債務負担行為」をテーマとする中で外郭団体の負債の状況を見たところ、負債と
　　資産（特に資金）がバランスをとって管理されているかを確認する必要があると判断した。
　　　また、外郭団体が島根県の「県債」（「縁故債」）を引き受けている場合があるが、外郭団
　　体が「県債」を引き受けることの合理性（これを島根県の立場から言えば島根県が外郭団体
　　から借入を行うことの合理性）を検討するには、「県債」引き受けを、外郭団体の資産運用
　　の全体の中に位置づけ、他の資産運用と比較してみる必要がある。
　　　そこで、『外郭団体の資産運用』を監査テーマに加えることとした。

　（２）　『外郭団体の資産運用』については、外郭団体においてどのような考え方に基づいて資産
　　運用がなされているのか、負債の管理とバランスをとっての運用資産の管理が行われている
　　か、さらには、包括外部監査が財務監査であることから、必要に応じて実際の取得手続、資
　　産運用の際の手続が適正かどうかにも注目した。

　（３）　ところで、本来外郭団体は県本体とは「異体」であるはずである。しかし、県の依頼で県
　　の業務の一部を実施したり、また、県の出資比率が高く県の関与度が高い外郭団体の中には、
　　県と「一心同体」のような外郭団体もある。
　　　その意味で、県と外郭団体とは「異体」としての緊張関係と、「一心同体」としての信頼
　　関係の双方が常に求められる、特殊な関係にある。
　　　「県債」は県にとって負債である一方で、外郭団体にとっては「資産」であり、「県債」を
　　どのように扱うかについて、県と外郭団体の利害は異なる。
　　　同じ『島根県債』につき、県本体における債務の管理の面と外郭団体にとっての資産管理
　　の面の両側面から見てみることで、県と外郭団体の間の、緊張関係と信頼関係の状況を見る
　　ことができると考えた。
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３－３　本報告書をどのように活用してほしいか
　（１）　県の「負債」のトータルでの監査
　　　これまでの島根県の包括外部監査においては、県の負債についてトータルに監査したこと
　　はないことから	、意味があると考えた。

　（２）　ストック情報についての監査
　　　企業会計とは異なり、従前の公会計は単年度の「入」と「出」（＝フロー）がほとんどであり、
　　それを積み重ねた結果である「ストック」の概念が希薄であったといえる。
　　　そのため、毎年度の収支計算書は作られても、「ストック」を一覧できる「貸借対照表」
　　的なものは作成され、公表されることはなかった。
　　　しかし近年、国の方針に沿って、島根県でもストック情報を作成することになり、平成
　　16 年度決算分から、外郭団体等も含む『島根県連結バランスシート』が試案として作成さ
　　れ、公表されるようになった。
　　　行動を決めるにあたって「ストック」情報は重要である。島根県で新たに「ストック情報」
　　を作り始めたのであれば、県民としてはこれを見ないといけない。
　　　これまでの島根県の包括外部監査でも、「フロー」の部分の監査が主であり、「ストック」
　　にかかる部分を取り上げたことは多くない。
　　　今年度、「ストック」の一部である「負債」をテーマとして取り上げることで、｢県のストッ
　　ク情報」を精査すること、特に、財政上の数字や資料が実態を正確に表示するものとなって
　　いるかという視点から見ることも意味があると考える。

　（３）　県民への情報開示
　　　国、そして他の多くの地方自治体と同じく、島根県は今、難局にある。
　　　この時に際して県民はひとりひとりが、自らの判断により、地方自治の主体として行動し
　　ていくべきである。そして、県民がそれぞれに判断していくにはトータルでの島根県の将来
　　負担の情報は不可欠であると考える。
　　　この点、これまでも、毎年県から公表される『島根の財政』によって、県民は県の財政状
　　況を把握することができた。
　　　さらに上記の『島根県連結バランスシート（試案）』や新しく制定された「地方公共団体
　　の財政の健全化に関する法律」	に基づき公表されるようになった各種指標等により、県民が、
　　県の財政状況をより詳細かつ具体的に、しかもよりトータルに見ることができるようになり
　　つつある。
　　　これらの金額や指標の情報は、確定債務だけでなく、損失補償や債務保証などの偶発債務
　　や、引当金、債務負担行為に関する情報も踏まえたものとなっているので、これらを見れば、
　　県民は、島根県の将来負担について知ることができる、と言えるのかもしれない。
　　　しかし「偶発債務」や、「引当金」、「債務負担行為」などは県民にとってはなじみが薄く、

３　平成 12 年度の「貸付金」、平成 16 年度の「企業局」、平成 17 年度の「土地開発公社」の際には、事業実施の
　ための「起債」について触れた。
４　平成１９年６月公布、平成２１年４月１日施行（但し財政指標に関する規定は平成２０年４月１日施行）

3

4
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　　これらについての数字を見て、その意味を理解し、評価することはなかなか難しいように思
　　う。
　　　今回の監査報告書が、偶発債務や、引当金、債務負担行為に関する情報についてひとりひ
　　とりの県民が評価する際に、さらには、財政健全化法に基づき公表されるようになった将来
　　負担比率等の各種指標を県民としてどう見るか、という場面、そして県民の将来負担がどう
　　なるかを考える場面においても役に立つものと考える。
　
４　監査の「視点」と「手法」
４－１　県本体
	（１）　知事部局
　　①　平成 20 年度版「島根の財政」の分析
　　②　平成 18 年度『島根県連結バランスシート（試案）』の分析
　　③　文書照会（財政課および人事課）
　　④　ヒアリング（財政課）
　　⑤　ヒアリングおよび実地監査（出納局）
　　⑥　平成 19 年度『島根県連結バランスシート（試案）』の確認

　（２）　企業局
　　　文書照会およびヒアリング

　（３）　病院局
　　　文書照会

４－２　外郭団体
　（１）　監査対象とする外郭団体
　　●包括外部監査が可能な外郭団体（県出資等割合が 25％以上の団体）の全て
　　●（財）しまね農業振興公社
　　　（財）しまね農業振興公社は、県出資等割合は 25％未満であるが、
	 	 	 　　県が損失補償をしていること
	 	 	 　　県の経営評価対象団体となっていること
　　から監査対象とした。

　（２）　分析の手順
　①　監査対象とした全外郭団体の平成 19 年度の決算書類を入手し、以下の視点で、主に『負
　　債の部』中の借入金・引当金及び県の負債である「県債」が含まれる運用資産を中心に分析		
　　した。
　　●各団体、会社の概要（総資産、純資産、売上高、経常利益、当期純利益）
　　●借入金の有無と金額（長期・短期の別、借入先）
　　●支払利息の有無と金額
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　　●退職給付引当金の有無と金額
　　●その他の引当金の有無（貸倒引当金を除く）と金額
　　●その他運用資産についての内容と金額

　②　借入金残高があり、かつ、県債等で運用している団体が複数存在したことから、借入金残
　　高のある外郭団体を抽出して過去 10 年間（平成 10 ～平成 19 年度）の決算書を入手し、以
　　下の科目を時系列に並べた科目残高推移表を作成し、分析した。
　　●運用等資産（預金、投資有価証券等）
　　●借入金（長期・短期）及び支払利息
　　●退職給付引当金（退職給付引当資産がある場合は引当資産を併記）

　③　②で作成した科目残高推移表の分析結果を基に、各団体に対し書面で質問を実施した　　
　　（共通質問及び各団体固有の質問）。
　　　各団体に共通の質問事項は以下のとおりである。

　　　１．借入の承認はどのような手続で行なわれていますか。
　　　２．借入金のうち、期中に借入及び返済が行なわれ、期末には借入残高がゼロとなって
　　　　いるものはありますか。
　　　　　平成１５年度から平成１９年度の 5年間についてお答えください。
　　　３．資産運用の方針がありますか。その方針はどのようなものですか。
　　　４．資産運用にあたっては借入金とのバランスをどのように考えていますか。
　　　５．資産運用の決定はどのような手続きで行っていますか。

表１　平成 19年度の決算書の分析を行った外郭団体
	 	 	 および監査対象とした外郭団体と監査内容
	

により欠番

フィールドミュージアム
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　　※１　所管課である医療対策課からのみヒアリング
　　※２　所管課である土木総務課からのみヒアリング
　　※３　所管課である農畜産振興課からのみヒアリング
　　注　　番号は県の整理による

　（３）　本年度のテーマは、「県および外郭団体等の負債の管理」、「外郭団体の資産の管理」であり、
　　「県の資産の管理」は直接のテーマではない。
　　　しかし、外郭団体の資産の管理状況をみたり、資産と負債のトータル管理について意見を
　　述べるためには、県の資産管理の状況を踏まえる必要があることから、県の資産の管理状況
　　についても照会するとともに、ヒアリングを行った。
　　　本報告書では、県の資産管理の状況についての、県からの回答やヒアリング結果も報告す
　　る。

　（４）　ところで、テーマ選定のため、総務部財政課・人事課・管財課・営繕課、土木部道路維持					
　　課、政策企画局からヒアリングを行うとともに資料提出を受けた。
　　　また、テーマの決定後、参考にするために、総務部総務課学事文書グループおよび（財）
　　島根県育英会から資産運用という観点でのヒアリングを行い、資料提出を受けた。
　　　また、テーマ選定の後、県債に関連して、（財）島根県暴力追放県民センターに対して、　

 

 

 

 

株

株

株
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　文書照会を行った。

４－３　本報告書の構成
　（１）　第１章では、テーマ選定の理由、監査の視点、監査の手法等を述べる。
　（２）　第２章では、監査結果の概要を述べる。
　（３）　第３章では、外郭団体ごとの監査結果を詳述する。
　（４）　第４章では、県についての監査結果を詳述する。
　（５）　第５章では、監査を終えて考えるところを述べる。

　　●平成 20 年度包括外部監査の日程等について
　　●資料
	 ・平成 18 年度『島根県連結バランスシート（試案）』（平成 19 年 3 月 31 日現在）
	 ・平成 19 年度『島根県連結バランスシート（試案）』（平成 20 年 3 月 31 日現在）
　　●付録
	 ・『外郭団体科目残高推移表』
　　　当該『外郭団体科目残高推移表』は、包括外部監査人が、監査をする上で必要な情報の整
　　理をする目的で作成したものである。
　　　会計処理や決算書の表示の方法が外郭団体ごとに異なることから、包括外部監査人におい
　　て調整して作成した。したがって各外郭団体の決算内容を確認するには、それぞれの外郭団
　　体の決算書に拠る必要がある。
　　　当該『外郭団体科目残高推移表』は、包括外部監査人が監査報告を行う上での意思形成過
　　程の文書であると考えるが、監査の過程を示す必要があると判断したことから、付録として
　　本報告書に掲載することとした。

５　監査の期間
　平成 20 年 4 月～平成 21 年 3 月まで

６　監査の体制
　監査委員との協議を経て、下記のものを補助者とした。
　　今岡正一（公認会計士）
　　遠藤清二（税理士）

７　利害関係
　監査の対象とした事件に関し、包括外部監査人および補助者は、地方自治法第 252 条の 29 に
規定する利害関係はない。
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第２章　総論
１－１　
　まず、指摘したいのは、
　　①　島根県全体（外郭団体を含む）の将来負担、つまり負債を網羅した情報の提供の必要性
　　②　資産と負債の総合的管理の必要性
　の 2点である。

１－２　島根県全体（外郭団体を含む）の将来負担、つまり負債を網羅した会計情報の提供の必
　　　要性
	　（１）　企業の経営判断には、「負債」についてのトータルの情報が必要不可欠である。この点、
　　県の「経営」においても何ら変わるところはない。
　　　知事部局、議会が行なう経営判断のために、県は常にトータルの「負債」の情報を持って
　　いなければならない。
　　　そして、｢経営判断」は時に迅速を求められるのだから、その「負債」の情報は「1年に
　　1度更新される」ようなものではなく、随時、最新のものに更新されていなくてはならない。
　　　そして、県民もまた、「負債」についてのトータルの情報を県と共有する必要がある。
　　　島根県民として島根県の財政の実態を知った上で、合理的な行動、県民としての適切な意
　　思決定をしなければならないからである。

　（２）　連結貸借対照表について
　①　『島根県連結バランスシート（試案）』は、島根県と外郭団体を含めた「貸借対照表」で　
　　あり、平成 16 年度から作成されるようになった。
　　　「試案」とはなっているが、現時点で、県トータルの財政状況をもっとも正確に現す資料
　　であるといえる。
　　　そこで、平成 18 年度『島根県連結バランスシート（試案）』を精査した上で、財政課に対
　　して、以下の照会をしたところ、財政課から回答があり、照会の趣旨が、包括外部監査人が
　　照会した時点で作成中であった平成 19 年度『島根県連結バランスシート（試案）』または『島
　　根県連結バランスシート（試案）』の別表に一部が反映されることとなった（後述第４章第
　　１　県の借入金・偶発債務・債務負担行為　3　『島根県連結バランスシート（試案）』　につ
　　いて）。

　　●資産の評価にあたっては、島根県の連結対象法人がそれぞれ保有する森林および土地の帳
　　　簿価格が実際の価格と乖離があると考えられるが、総務省が公表した平成 18 年 5 月の新
　　　地方公会計制度研究会報告書の趣旨に沿って再評価する必要性があるのではないか。
　　●島根県信用保証協会及び（財）島根県建設技術センターに対する損失補償額も債務負担行
　　　為金額として記載されるべきではないか。
　　●債務負担行為金額については契約時当初の設定額の合計が記載されるべきではなく、貸借
　　　対照表日時点の対象となる借入等残高を記載すべきではないか。
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　（３）　島根県信用保証協会
　①　●出資比率、役員構成、損失補償を実施していることを考えると、島根県信用保証協会も
　　島根県との連結対象となると考えられるのではないか。
　　と照会したところ、島根県信用保証協会については、債務負担行為の一覧には島根県信用保
　　証協会分の債務負担行為も含めて表示するように変更するものの、『島根県連結バランスシー
　　ト（試案）』における連結対象にはしないとのことであった。
　　　また、連結対象としない理由として、

　　　『出資比率 25 ～ 50％の法人については、役員の派遣、財政支援等の実態から、地方公共
　　団体が当該法人の業務運営に実質的主導的な立場を確保していると認められる場合には連結
　　対象とすることとされている。（国ルール）
　　　島根県信用保証協会会長は本県職員の職歴があり、また協会に対しては損失補償を実施し
　　ているが、県職員または県職員OBが役員の過半数を占めておらず、業務運営に実質的主導
　　的な立場を確保しているとは言い難い状況のため、連結対象とはしていない。』

　　との回答が示された。
　　　後述するように（P52 第 3 章　［10］　島根県信用保証協会　3－ 1　基本財産および	出資
　　比率について）、株式会社の「持ち株比率」の考え方で「出資比率」を計算し、信用保証協
　　会に対する「出えん額合計分の県出えん額（累計）」を「出資比率」とするという考え方も
　　あり得よう。
　　　その場合には「出資比率」が 50％を超え、形式的には、島根県信用保証協会が連結対象
　　となるとの結論もありえる。
　　　実質的に連結対象でないということならば、『島根県連結バランスシート』の正式実施の
　　際には、連結対象としない理由を明確にする必要があると考える。
　②　また、信用保証協会に関しては、債務のうちの相当部分は信用保険などの制度によって将
　　来負担が発生しても各都道府県以外において負担できるように、制度上なっているにも関わ
　　らず、全額が各都道府県の支払い負担になるがごとく、誤解を与えるマスコミの論調が散見
　　される。
　　　したがって、債務負担行為一覧に加えて、島根県信用保証協会に関して県の将来負担の可
　　能性を例えば注記という方法によって説明する必要はあると考える。

　信用保証協会とは
　　各都道府県におかれ、主に中小事業者の金融機関からの借入についての保証業務を行う。
　　金融庁と中小企業庁の所管である。
　　全信用保証協会が加入する信用保険制度等が設けられている。

　（４）　退職給付引当金　
　　　退職給付引当金については、引当金の計上が明確な基準に基づいてなされていなかった
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　　ケースがあった。これでは県の将来負担に関する正確な網羅情報にならない。
　　　さらに、退職給付引当金に関しては、引当金の計上の必要性と引当金に見合う資金の確保
　　とが混同されている感がある。この点は後述する。

１－３　運用資産と負債の総合的管理の必要性
　（１）　外郭団体の中には、運用資産を保有しているにも関わらず、他方で外部（県からの補助金
　　を含む）からの資金調達をしているケースがある。
　　　外部から資金調達すれば、借入ならば金利という「資金調達コスト」が生じる。外郭団体
　　において一方で運用資産を保有しつつ、他方で「資金調達コスト」をかけて資金調達してい
　　るという状況については、各外郭団体において運用資産と負債のトータル管理という視点か
　　らの再検討が必要である。
　　　また、県一般会計からの支出（貸付金・補助金）によって資金調達している場合も「県全
　　体」として見れば、「資金調達コスト」が発生している。
　　　なぜなら、県が一般会計において外部からの借入により資金調達をしている以上、県の貸
　　付金や補助金はすべからく、「資金調達コスト」がかかっているといえるからである。
　　　県が「資金調達コスト」を負担して資金調達している一方で、支出先の団体では相当額の
　　運用資産が留保されているという状態は、一時的な資金繰り上、どうしても必要な額以外に
　　ついては、再度検討すべきである。
　　　すなわち、各外郭団体において運用資産と負債のトータル管理とともに、さらに、外郭団
　　体を含む「県全体」で運用資産と負債のトータル管理が必要である。
　　　誤解をおそれず言うならば、外郭団体を含む県全体で、「金融」を考えるべきである。

　（２）　県においては、既に、基金の繰替運用の制度（基金を一般会計等の短期の資金繰りのため
　　に用いる制度）によって合理的管理がなされている。
　　　外郭団体等の中でも、島根県信用保証協会においては、運用資産・負債のトータル管理が
　　なされている。
　　　これらの方法を他の外郭団体等を含む県全体で用いるよう検討すべきである。

　（３）　本来の使途と異なる目的に使用されることになる問題点
　　　上記の基金の「繰替運用」は、基金を、本来の使途と異なる目的に使用することになると
　　いう問題はある。
　　　しかし、これは、繰替えに関する規定を整備することで解決しうる。場合によっては、県
　　内部の異なる会計区分間において資金のやりとりをする場合、県内部であっても合理的な内
　　部利息を設定することも考えてよい。県の基金の繰替運用は、これらの制度整備がなされた
　　上、内部利息にあたるものを設定して、行われている。
　　　この方法を他の場面においても応用すべきと考える。

　（４）　運用資産と負債の総合的管理については、①単年度で、②現時点のような低金利状態では、
　　強い必要性が感じられないかもしれない。
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　　　しかし、単年度では利息がそれほどとは感じられなくても①経年の累計額は多額になるこ
　　とから、その問題性に気づく。包括外部監査人も経年で数字を見たことによって、その問題
　　性が実感できた。
　　　また、②金利が高くなったときには、より大きな問題となる。
　　　金利変動は読みきれるものではなく、いざ、金利が高くなったといってから運用資産と負
　　債の総合的管理の検討を始めても適切に対処できない。したがって、金利変動に対応して、
　　そのときそのときの最適の行動ができるように、今から検討すべきである。

　（５）　運用資産と負債の総合的管理の必要性
　①　運用資産と負債を総合的に管理する、という点については、ヒアリングの際の以下の趣旨
　　のコメントが印象的であった。

　　　外郭団体に出向していたときには、資金繰りなどに対処するためにその団体の資産と負債
　　を両方見て、総合的に管理していた。しかし県に戻ってからは、負債の管理は他の部課の担
　　当なので、つい総合的に見ることを忘れてしまう。

　　　県において、個々の部署がそれぞれの担当の仕事を正確に実施することが全ての前提とし
　　て重要であることはもちろんであるが、どこか、意識して「総合的」な見方をする部署、役
　　割が必要である。
　②　ところで、外郭団体も含めての運用資産と負債の総合的管理をどこが行うのが適切か。　
　　　「財政課」が最も行いやすいようにも思えるが、しかし予算組みから予算の執行管理、さ
　　らに運用資産と負債の管理にいたるすべてを財政課で行うことは、財政課に負担があまりに
　　も集中することになる。
　　　運用資産と負債の総合的管理をどの部課が行うかは、適切に決められるべきである。

２　退職給付引当金の計上と退職給付引当金に見合う資金を確保するか否かは問題が異なること
　について
　（１）　退職給付引当金	を計上することで、県（外郭団体等を含む）の将来負担が会計情報とし
　　て明確になる。
　　　他方、計上している退職給付引当金に見合う現実の「資金」を準備することは、会計上、
　　退職給付引当金を計上することとは全く別のことである。
　　　退職給付引当金は、合理的な基準に基づいて算定計上されるものであって、計上されてい					
　　る退職給付引当金全額分の現金の出費が直ちに生じるわけではない。
　　　したがって、個々の職員の退職時に資金が用意できればよいのであり、計上額に見合う現
　　実の「資金」を常に確保して積み立てていく必然性はない。
　　　計上額に見合う現実の「資金」を常に確保して積み立てていくということは、職員や従業
　　員のために、退職金の支払いを確実にするという「政策判断」のもとに行なうものである。

１　退職給付引当金とは、退職金は勤務期間の各年度に分担させることが発生主義の損益計算上望ましいものとの
　考え方から、退職時に見込まれる退職金のうち当期までに発生していると認められる額を一定の基準により算定
　し、引当てるものである

1
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　（２）　退職給付のための資金の準備については、いくつかの選択肢がある。
　　①　退職給付引当金相当額の資金を毎年積み立てておく。
　　　　この方法だと、その金額の資金は他の政策には使えない、つまり有限の県の資金を固定
　　　化してしまうことになる。
　　　　さらに、資金積立のため外郭団体が借入をすれば、その分金利支払いが発生する。
　　　　外郭団体に県が退職給付引当金相当額の補助金を支出していれば、補助金分の資金を県
　　　は、他の政策に充てられなくなる。
　　　　退職給付引当金相当額を準備するために県が借入をしているとすれば、県が金利の支払
　　　いをしながら外郭団体の退職金相当額の積立を毎年行なっていることになる。
　　②　退職者のある年度に予算化する。
　　　　退職金相当額の積立を行わず、退職者のある年度ごとに予算化する場合には、その年度
　　　の他の政策のための予算を減らして職員の退職金に充てることになる。
　　　　仮に他の政策のための予算を減額しないのであれば予算不足となるので、退職金支払
　　　いのための原資を県債によって調達することになる。
　　　　これは、将来世代に現在の退職金支払いのために負担を求めるということである。
　　③　県税収入の増加をはかる。
　　　　実際いろいろ試みられてきたものの、なかなか税収増につながってこなかった。「言う
　　　は易し、行なうは難し」である。
　　④　退職金支給規程を見直し、退職給付を引き下げる。
　　　　これまでの退職者との差異が生じるかもしれないが、民間企業では、環境の変化によっ
　　　て退職給付の引き下げは、ありうることである。

　（３）　外郭団体における退職給付引当金の取扱い
　①　外郭団体によっては、現実の資金の積立を行っているところもあれば行っていないところ
　　もあり、濃淡がある。
　②　（財）しまね産業振興財団については、退職給付引当金に相当する資金の積立が義務的で
　　ある旨の回答があったのでその根拠を質問したところ、県の補助金規程という回答であった。
　　　つまり、県の補助金の使途が限定されていて退職給付引当金相当額の積立にしか使えない
　　ので、退職給付引当金相当額を積み立てなければならないとのことであった。すなわち、退
　　職給付引当金相当の資金の積立が国法上義務づけられているとの回答ではなかった。
　　　とすると県としての政策判断により、退職給付引当金相当の資金の積立を行わないことも
　　可能であることになる。
　③　（財）島根県環境保健公社、（株）島根県食肉公社についても、金融機関に対する借入金が
　　あるにもかかわらず、退職給付引当金に相当する額もしくはそれ以上の額の退職給付引当資
　　産を積立てているという状況があった。

３　外郭団体の、県からの「短期借入金」の問題
　（１）　（財）しまね農業振興公社において、県から短期借入をし、年度末に県からの短期借入金
　　額と同額を他の外部の団体から手形貸し付けを受けて調達し、その資金で県からの短期借入



16

　　を返済し、次の年度初めにまた県から短期借入をして、当該外部の団体に返済することを繰
　　り返している事例があった（平成 19 年度における県からの短期借入金として処理されてい
　　る金額は、509,469 千円であり、同額の他の団体からの借入金が期末残高となっている）。
　　　この方法は、実質長期の貸し借りであるにも関わらず、短期の貸し借りのように表示され
　　るので、その実態を見誤らせる。
　　　外郭団体としては、年度末年度初めの繁忙期にほとんど形式を整えるだけとも思える、外
　　部機関からの借入と返済、県への返済と借入のための事務に労力をとられることにもなる。

　（２）　県において実質「長期貸付金」が「短期貸付金」として表示されている問題
　　　県が外郭団体への「短期貸付金」の貸し付けをやめた場合、外郭団体は他の金融機関等か
　　ら相当額の借入をしなくてはならないところ、実際問題としてそれは困難なのだから、県と
　　しては「短期貸付」の繰り返しをやめることはできない。とすれば、これは長期間回収がで
　　きない「長期貸付金」に他ならない。
　　　すなわち、実質的には長期に回収できない貸付金 509,469 千円が、1年以内に回収可能な「短
　　期貸付金」として処理・表示されていることになる。
　　　他の政策にすぐには使えない資金が、あたかも、1年以内で回収され、他の政策に使うこ
　　とができる資金であるかのように表示されることは、判断を見誤らせるものである。

　（３）　平成 17 年度の包括外部監査においても、土地開発公社で同じ方法がとられていたことに
　　関して「短期貸付を繰り返すという処理をすることによって、財政が硬直化している状況が
　　外部に見えてこない結果になってしまっている」と指摘された（平成 17 年度包括外部監査
　　結果報告書 75 頁）が、同じ方法が「土地開発公社」にとどまらず他団体においても未だに
　　行われていることになる。
　　　ところで、公表された、平成 17 年度の包括外部監査に対する県の措置内容は、以下のと
　　おりである。

　　　　当該貸付金は、土地開発公社による用地取得後、県による再取得までの間における資
　　　金の立替としてのつなぎ融資を、県の一般財源の負担を生じない範囲で行おうとするも
　　　のであり、一般財源の負担を生じる長期貸付金とすることは考えていない。また、単年
　　　度貸付金として予算決議を得ているところである。
　　　　もとより、単年度貸付金は、一般財源を必要としない制度であり、資金管理上の影響
　　　はあるものの、この制度が直ちに財政の硬直化を招くとは考えていない。
　　　（平成19年5月29日付　島根県監査委員公表第6号　島根県報号外79号40頁より抜粋）

（４）　しかし、包括外部監査人としては、（２）に示したとおり、実質的には長期に回収できな
　　い貸付金 509,469 千円が、1年以内に回収可能な「短期貸付金」として処理・表示されてい
　　ることは財政情報を見誤らせ、政策判断を誤らせる可能性があるので、不適切であるとの指
　　摘を再度、繰り返さざるを得ない。	



17

４　外郭団体のもつ県債の引揚と外郭団体による資産の自主運用の求め
　（１）　外郭団体に対する県債の発行に関しては、平成 13 年度包括外部監査の「利払いが隠れた
　　補助金となる可能性があるなど不透明性ものこる」との指摘などに基づいて、県は平成 14
　　年度に検討を行い、平成 15 年に、外郭団体からの借入金（県債）の一部繰上げ償還と、そ
　　の分の外郭団体における「自前」の運用を求めることとし（平成 15 年 12 月 2 日付「今後の
　　県債引き受けの取扱い等について」（財第 1232 号））、その後の年度に繰上げ償還を実施した。
　　　平成 13 年度包括外部監査の指摘に基づいて検討の上、県として外郭団体の保有する県債
　　の見直しがなされたことは、評価できる。

　（２）　外郭団体においても県債から変更した、国債など他の運用先が結果的に有利であったとの
　　回答もあり、県の方針変更が有利に働いたとの結果もでている。
　　　しかし、外郭団体も含めた県総体として、どの方法が県民にとって最も良い方法かは絶え
　　ず吟味して欲しい。金利等の経済情勢によっては、外郭団体の保有する資金を、外郭団体へ
　　の県債の発行という形で県に集中させて、そのうえで県で一括管理運用し、合理的な範囲で、
　　適正手続を経て外郭団体に一定の金利を支払うとの方法が有利なのであれば、当該方法もと
　　られるべきである。
　　　つまり、県は、両方の方法を政策における選択肢としてもっておき、その都度最適解を見
　　出して機動的に行動すべきである。
　　　例えば国における財政政策、金融当局の金融政策が、全く正反対の政策手段を都度都度の
　　情勢を見極めて使いこなしているように、外郭団体の資金を県が一括管理・運用するのか、
　　外郭団体が運用するのか、その金額をいくらとするかは、政策判断として使いこなしていか
　　れるべきである。
　　　実際にも、すべてを県が繰り上げ償還しているわけではなく、一部繰上償還しているもの
　　や、そのまま外郭団体に県債を保有してもらっているものもある。
　　　今後とも、より自覚的に都度都度の最良の方法を採っていただきたい。

　（３）　ただし外郭団体もその濃淡はあるにしても県とは独立した組織であることから、県の一方
　　的な判断で県債を保有してもらったり県債の繰り上げ償還を求めたりできるわけではない。
　　そこは、独立の存在として尊重し、両者の協議に基づき透明な手続を経てなされるべきであ
　　ることはいうまでもない。
　　　平成 15 年度の監査委員監査において、県と外郭団体との役員の兼任は原則やめるべきだ
　　と指摘されているのは（監査委員監査　報告書 6頁	）、県と外郭団体とは独立した存在とし
　　て、両者適切な緊張感をもって関わりを持つべきであるとの指摘であり、一方的に県債の保
　　有を求めたり、繰上償還を求めることは、この監査委員監査における指摘にも反する。

５　公募債の発行とその総合的管理（資金調達コスト等の管理）の必要性について
　平成 18 年度から公募債を発行して市場からの資金調達が行われるようになった。

2　　「団体の指揮監督及び財政的援助等を行う立場の知事等県関係者がその団体の長に就任することは原則として
　避けるなどのルールづくりをし、双方に緊張感が保てる関係を構築しておくことが必要である。」

2
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　これは、金融機関からの借入等の従前の資金調達の方法に加えた新たな方法であり、資金調達
の多様化として評価する。
　資金調達の多様化にともない、資金調達コスト管理は必須であり、包括外部監査人もその観点
から質問した。
　金利のみならず手数料支出も含めて実質コスト管理を今後も行ってほしい。

６　資産・負債の総合管理をおこなうために
　（１）　監査を通じて、外郭団体も含めた県の資産・負債の総合的管理の必要性を強く感じたが、
　　それは県の執行部のしかるべき裁量権をもった人の指示又は議会の判断がないと行いにく
　　い。

　（２）　時期を失しない情報の共有化
　①　資産の安全な運用は、県出納局において、すでに実践されている。
　　　また島根県信用保証協会においても行われている。
　　　そのノウハウを全庁的に共有することで、より有効な資産運用が可能なはずである。
　②　なお、県における出納局の資産運用がより有効に行われるようにするためには、各部課の
　　会計情報、資金需要予定を、より正確に、迅速に、出納局に集中させる必要がある。それに
　　よって時機を得た運用が可能となる。
　　　そのためにも、外郭団体も含め全庁的に資産・負債の総合管理の重要性が伝えられるべき
　　であり、各部課においては何をどうすればよいのかが具体的に伝えられるべきである。
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第３章　外郭団体
［１］　財団法人　島根県環境保健公社（８）

　　DATA：	県作成の『県出資等団体一覧表』のデータによる
　　　　基　本　財　産：1,000 千円
　　　　島根県出資比率：100.0%	
　　概 要：　　・健康診査等の検診事業
　　　　　　　・水質検査等の環境事業
　　　　　　　・食品衛生法に基づく検査等の食品検査
　　　　　　　・人間ドック

１　監査の概要
　10 年分（H10 ～ H19 年度）の決算書を検討し、決算書の科目残高推移表を作成した。
　決算書の科目残高推移表に基づいて、文書により照会をした。
　さらに、文書回答に対する再確認のために、所管課である医療対策課にヒアリングを行った。

２　共通項目
２－１　借入金について
　（１）　承認手続きについて

　　　承認手続：役員会（理事会・評議員会）で承認された予算において借入金限度額が定め
　　　　　　　　られており、その範囲内で借入をする。実際の事務手続きは理事長の決裁に
　　　　　　　　よる。

　　・承認手続きとして問題はない。

　（２）　借入金の内容について
　①　短期借入金
　　　期末における短期借入金 170,000 千円の残高は、全額金融機関に対するものであった。
　　　また、平成 15 年度から平成 19 年度の 5年間において、借入金のうち、期中に借入及び返
　　済が行われ、期末に借入残高がゼロとなっているものがあるか確認したところ、

　　『成人病予防センター会計においては、島根県及び本部会計から、それぞれ年度当初（4月
　　１日）に 10,000 千円を借り入れ、翌 3月 31 日に返済しています。』

　　との回答であった。この期中の 10,000 千円の借入金も含め、借入金の内容について 3－ 1
　　で詳述する。

　②　長期借入金
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　　　・現在は、長期借入金はない、ということであった。
　　　・平成 14 年度に本部会計の長期借入金が 3億円程度一括完済されていたため、その経緯
　　を確認したところ

　　『平成 8年度に設置した総合健診センター建設費用等を賄うため長期借入をしていたところ
　　ですが、当時普通預金・定期預金とも十分に確保できている状態であったことから一括返済
　　をしています。以後、本部会計においては借入を行っていません。』

　　とのことであり、さらなる検証は実施しなかった。

２－２　資産運用について
（１）　資産運用方針・資産運用の決定手続・運用規程

　　　資 産 運 用 方 針 	：	「島根県環境保健公社資金運用規程」において定める方針
　　　資産運用の決定手続	：		理事長決裁（「島根県環境保健公社資金運用規程」に定める）
　　　運 用 規 程	：	「島根県環境保健公社資金運用規程」

（２）　運用資産の内容について
　　・定期預金、国債

２－３　運用資産と借入金のバランス
　３－１で詳述する。

３　外郭団体ごとの個別項目
３－１　運用資産と借入金のバランス
	 	 ～会計間での資金貸付が実施されていないことについて～
　（１）　島根県環境保健公社は、県からの委託で成人病予防センター事業を行っており、公社の会
　　計は、本部会計と、成人病予防センター会計（以下、センター会計という）からなっている。
　　　公社全体で預託バランスをみてみると、本部会計ではここ最近借入もなく運用資産も保有
　　しているにもかかわらず、センター会計は外部からの借入に頼っている状況がみられた。
　　　センター会計が外部から借入れをする代わりに、外部に金利を支払わなくてすむように、
　　本部会計の資金をセンター会計に貸し付けることはできないのか、と思い、「資産運用にあ
　　たっては借入金とのバランスをどのように考えているか」と照会したところ、

　　　『本部会計においては借入金がなく、成人病予防センター会計においては資産運用をして
　　いないため、資産運用と借入金との具体的なバランスを考えていません。
　　　今後、本部会計において借り入れの必要性が生じた場合には、具体的に検討する必要があ
　　ります。』



21

　　と回答があった。
　　　また「普通預金残高が多いように感じるが、外部から借入をする必要があるのか。」との
　　照会したところ

　　　『借り入れを行っている成人病予防センター会計においては、毎年損失を出している上に
　　累積欠損金を抱え、普通預金残高も少ないため、運営資金確保のために短期借入を行ってい
　　るところです。』

　　との回答であった。

　（２）　上記回答からすると、公社においては本部会計とセンター会計を完全に分けて考えている
　　と思われる。そこで、センター会計の借入金は外部の金融機関からでなく本部会計から借入
　　をすれば良いと考えるが、本部会計とセンター会計の資金移動になにか制限があるのか確認
　　をしたところ

　　　『特に資金移動に制限はありません。』
　　との回答であった。
　　　また
　　　『成人病予防センターは当公社の組織内でありながら、成人病予防センター単独で運
　　営状況が明確になるように設立時から会計を区分けして整理されています。成人病予防セ
　　ンターを当公社に移管された後、昭和 52 年から平成 2年までは本部会計から短期貸付（年
　　間 1億 3,000 万円程度）を行っていましたが、平成 2年に行われた県との協議を経て平成 3
　　年からは県が 1,000 万円の短期貸付を行うこととなり、同時に本部会計からの貸し付けにつ
　　いても、県からの運営費貸し付けと同額とし、現在に至っています。』

　　との回答があった。
　　　そこで、平成 2年に行われた県との協議の内容（特にセンター会計が本部会計から短期貸
　　付を受けることを止め、県及び本部会計から年間 1,000 万円の短期貸付を受けるに至った理
　　由）を確認したところ、約 20 年前のため検討資料が現存しておらず、不明であるとの回答
　　であった。

　　　ただ、県西部地域の健診機能を担う成人病予防センターは、その設立・運営並びに移管に
　　ついて県が深く関与した事業であり、その経緯を踏まえ県と協議した結果、現在の状況になっ
　　ていること自体は問題ないものと思われる。
　　　しかし、県民の立場から公社を一体として見れば、本部会計が運用資産で運用益を得てい
　　る一方でセンター会計が外部からの借入をしている状況は、外部に対して無駄に利息の支払
　　いをしているように見える。
　　　成人病予防センター事業は県が公社に依頼して実施している事業ということである。その
　　ため、公社としては、センター会計はセンター会計で「別」だという意識があるのかもしれ
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　　ない。
　　　しかし、後述の県における「基金の繰替運用」（Ｐ 66）を参考に、本部会計・センター会		
　　計間で内部金利を計上した上で資金を繰替えることはできるはずである。そうすることで、
　　公社全体としての金利負担を軽減することができる。
　　　採算性や経営状態の管理という面で言っても、内部金利の計上などの方法を工夫すれば、
　　会計間の貸付を行っても、会計ごとにそれぞれの採算性や経営状態をみることもできるはず
　　である。
　　　過去には本部会計から成人病予防センターへの短期貸付がなされていた（年間 1億 3,000
　　万円程度）こともあることから（公社回答）、再度、会計間の貸付につき、検討していただ
　　きたい（なお、「2－ 1（２）①短期借入金」に記述のとおり、現在も、期中での借入・返済
　　で、1千万円の本部会計から成人病予防センターへの短期貸付は行われている）。

３－２　退職給付引当金を計上することは、同額の退職給与のための資金を保有しなければなら
　　　ないことを意味するものではないことについて
　（１）　決算書上、平成 13 年度末までは退職給付引当金と同様の退職給付引当資産が計上されて
　　いた。平成 19 年度末において退職給付引当金は 10 億 9,000 万円計上され、退職給付引当資
　　産が 3億 5,000 万円計上されている。
　　　ところで、平成 14 年度に退職給付引当資産が大幅に取り崩されていたため、その理由を
　　確認したところ、

　　　『ペイオフ対策として、それまで保有していた定期預金を大幅に取り崩し、国債及び普通
　　預金に分散させました。貸借対照表上の退職給与引当預金の科目で見ると減少しているよう
　　に見えますが、資金としての減少はありません。』

　　との回答であった。
　　　上記回答からすれば、現時点でも、退職給付引当金 10 億 9,000 万円に見合った額の退職
　　給付引当資産が保有されているということである。

　（２）　つまりセンター会計では毎年損失を出している上に、累積欠損を抱え、普通預金残高も少
　　ない状況で 1億 7,000 万円も借入をしている一方で、本部会計では退職給付引当金 10億 9,000
　　万円に見合った退職給付引当資産を保有しているのである。
　　　県民の立場から素直にこの状況を見ると、外郭団体が、県からの財政支援を受ける中で退
　　職給付のための資金は積み立てて保有し、その一方で借入をして利息という形でさらなる支
　　出をしている（すなわち、さらなる県からの出費を意味する）ことになる。

　（３）　確かにいざ退職金を支払うときに支払原資がないと困るので、公社が退職給付のための資
　　金を確保しておく必要はある。
　　　しかし、退職給付引当という会計処理と、退職給与支払のための資金を確保することはそ
　　れぞれ別のことであって、退職給付引当金計上額と同額の資金を必ずしも積み立てる必要は



23

　　ない。
　　　退職給与規程に基づき正しく退職給付引当金を引当て計上する会計処理は、退職給付の支
　　払いという「将来リスク」を正確に把握し、管理するために行うものであり、そうして計上
　　した退職給付引当金の額を実際に確保しなくてはいけないということではない。
　　　したがって、退職給付のためにどれだけの現実の資金を確保しておくのか、は政策判断で
　　決めることがらである。
　　　外部への金利支払、経済環境の状況等をにらみながら、退職給付引当金相当額のうちのど
　　の程度を現実の資金として確保しておくかを適切に決めるべきである。

３－３　新公益法人会計基準の採用について
　（１）　公益法人については、平成 18 年度から新公益法人会計基準	を採用することとされている。
　　　新公益法人会計基準は、企業会計の手法を出来る限り導入し、公益法人の情報開示、特に
　　財務情報の透明化を充実させるとともに事業の効率性を一般国民にも分かりやすく表示する
　　ことをめざして、それまでの基準の仕組みを根底から解体して、大幅に改正したものである。

　（２）　しかし公社は平成 19 年度決算でも新しい会計基準を採用していないので、その理由を照
　　会したところ、

　　　『会計の継続性を考慮し、現在（平成 19 年度決算及び平成 20 年度予算）まで新公益法人
　　会計基準を採用していないため、直近に限らず従来、財務諸表の総括表は存在しません。現
　　在、新公益法人会計に移行中であり、平成 20 年度決算から同会計基準を採用することとし
　　ています。』

　　との回答があった。
　　　この回答では、「会計の継続性」が、新公益法人会計基準を採用していない理由とされて
　　いるが、「会計の継続性」とは、正しい会計方法が複数あってその選択適用が認められてい
　　る場合に、継続して同じ方法を選択し、表示するという考え方である。
　　　「会計の継続性」は、期間ごとに財務数値を比較できるようにするとともに、さらに、恣
　　意的な会計処理を防止することを目的としている。
　　　この度、公益法人会計基準が改定され、速やかに新基準に移行するよう促されているのだ
　　から、これまでの会計基準を将来にわたって選択する余地は残されていないことになる。し
　　たがって、新公益法人会計基準への移行は｢会計の継続性」が問題となるような場面ではない。

　（３）　新公益法人会計基準の趣旨に鑑みれば、島根県の公益法人においても速やかに新会計基準
　　への移行がなされるべきである。
　　　公社においても予定どおり、平成 20 年度決算での移行を速やかに実施すべきである。

１　新公益法人会計基準：約 20 年ぶりの改正により、平成 18 年 4 月 1 日以降に開始する事業年度から実施され
　　　　　　　　　　　　ることとなった。

1



24

［２］　社団法人　島根県林業公社（１１）

　　DATA：県作成の『県出資等団体一覧表』のデータによる
　　　　基 本 財 産：450,000 千円
　　　　島根県出資比率：50.0%	
　　概 要：　　	・造林、育林及び伐採に関する事業。	
　　　　　　　・分収造林及び分収育林の促進に関する事業。	
　　　　　　　・森林の経営、施業及び調査に関する事業。	
　　　　　　　・農山村振興のための事業または公共施設の整備
　　　　　　　・森林、林業に関する普及・啓発
　　　　　　　・林業の担い手育成確保強化及び林業労働者の雇用改善促進に関する事業
　　　　	
１　監査の概要
　10 年分（H10 ～ H19 年度）の決算書を検討し、決算書の科目残高推移表を作成した。
　決算書の科目残高推移表に基づいて、文書により照会をした。

２　共通項目
２－１　借入金について
（１）　承認手続きについて

　　　承認手続：定款の規定により、総会の議決事項として毎年度の事業計画及び収支予算の
　　　　　　　　決定として定められている。短期借入金は、総会で議決された限度額の範囲
　　　　　　　　で借入を実行している。決裁については公社事務決裁規則に基づき専務理事
　　　　　　　　の専決による。

　　・承認手続きとして問題はないものと考える。
　　・短期借入金を迅速に実行できるように定期預金が担保に供されている。
　　　長期借入金には島根県の損失補償契約が締結されている。
　　・日本政策金融公庫からの借入金については、「農林漁業金融公庫資金取扱必携」により「地
　　　方公共団体と損失補償契約を締結する融資」については保証人又は担保が免除されること
　　　から、次の手続きにより承認される。
　　　　①　公社において債務負担行為予算要求書を知事に提出する。
　　　　②　島根県において県議会に債務負担行為予算要求書を提出し、県議会の議決を得る。
　　　　③　公社の総会に収支予算書を提出し、総会の議決を経た後、公庫に融資を申込み、損
　　　　　失補償契約を締結し融資が決定される。
　　・島根県からの借入金については「島根県林業公社事業資金貸付要綱」により定められてお
　　　り、次の手続きにより承認される。
　　　　①　公社において事業計画書（予算要求書）を知事に提出する。
　　　　②　島根県において県議会に貸付金予算要求書を提出し、県議会の議決を得る。
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　　　　③　公社の総会に収支予算書を提出し、総会の議決を経た後、知事に貸付申請書を提出
　　　　　し貸付が決定される。
　　・具体的な承認手続きの検証までは実施しなかった。
　
　（２）　借入金の内容について
　　　平成 19 年度決算書において、特に問題点は見出さなかった。
　　　なお、期中に借入および返済が行われている短期借入金について３－１に述べる。

２－２　資産運用について
　（１）　資産運用方針・資産運用の決定手続・運用規程

　　　資 産 運 用 方 針：運用姿勢は「元本回収の確実性の確保」「事業費等支払い準備金
　　　　　　　　　　　　　としての流動性の確保」「資金運用における効率性の追求」と定
　　　　　　　　　　　　　めている。
　　　資産運用の決定手続：「資金運用管理規程」に基づき運用管理方針を事務局長が策定し、
　　　　　　　　　　　　　理事会の承認を得る。
　　　　　　　　　　　　　運用管理方針に定められた範囲内における業務執行権限は理事長
　　　　　　　　　　　　　に一任する。
　　　運 用 規 程：「資金運用管理規程」及び「運用管理基準」

　　・「運用管理基準：有価証券」において債券の取得基準として、ＡＡ格以上は 30 年以内、Ａ
　　　格以上は 10 年以内、保有基準として各格付け機関のうち、最高位格付けがＢＢＢ格以上
　　　と定めがあった。
　　　運用管理基準として特に問題は無いものと思われる。
　　・「運用管理基準：預金」において理事会は金融機関に関する基本的財務数値を定期的に　
　　　把握し、金融機関の健全性を把握することにより破綻リスクに応じた対応をとるとのこと
　　　であった。
　　　運用管理基準として特に問題は無いものと思われる。

（２）　運用資産の内容について
　　　定期預金、地方債、外国債（ユーロ円債）

２－３　運用資産と借入金のバランス
　資産運用と借入金とのバランスをどのように考えているか質問をしたところ

　『・・・事務局経費等に係る新規借入金を軽減するため、出資金の 4億 5 千万円を「資金運用
管理規程」及び「運用管理基準」に基づき運用し運用益を充当している。』

との回答があった。
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　運用している財産は公社の基本財産なので、定款の規定によれば借入金の返済に充てられるも
のではない。
　つまり公社は余剰資金を保有している状態にあるわけではない。
　したがって公社が、運用資産を借入金の返済に充てることをしていないことは、やむをえない
と考える。

３　外郭団体ごとの個別事項
３－１　期中に借入および返済が行われている短期借入金
　借入金のうち、期中に借入及び返済が行われ、期末には借入残高がゼロとなっている短期借入
金があったので、その内容を確認したところ、県及び日本政策金融公庫からの長期融資を受ける
までの「つなぎ資金」として借り入れた資金であった。
　特に問題はないと考える。

３－２　森林（立木）の再評価について
　（１）　平成 18 年度『島根県連結バランスシート（試案）』を見たところ、有形固定資産の森林（立
　　木）の金額として、取得原価（育林費用の総額）が記載されていると思われた。
　　　しかし、『島根県連結バランスシート』における森林（立木）の価額は、現時点で適正な
　　評価基準にもとづいて再評価した額で表示されなければならないと考える。
　　　そうでないと、県民の将来負担を含めた財政状態を見誤らせる可能性がある。
　　　そこで、総務省の報告書を基に、財政課に対して以下の照会をした。

　　　『平成 18 年 5 月の新地方公会計制度研究会報告書の連結対象法人の資産の評価方法に「連
　　結に際しての資産及び負債の評価　274. 連結対象法人が、それぞれの会計基準に則って資産
　　及び負債を適正に評価した金額をもって連結を行うこととする。ただし、個別の連結対象法
　　人の資産及び負債の評価が、公正価値の考え方に照らして著しく乖離がある場合等、特段の
　　事情が認められる場合は、当該法人等の資産及び負債の再評価を行って連結を行う。」とあ
　　ります。
　　　島根県の連結対象法人がそれぞれ保有する森林及び土地の帳簿価額は、実際の価額と相当
　　な乖離があると考えられますが、再評価することの必要性についてどのようにお考えです
　　か。』

　　　これに対して財政課からは、

　　　『再評価は必要と考えており、平成 20 年度決算から作成する総務省改訂モデルによる財務
　　４表作成に合わせて導入を検討する。』

　　との回答があった。
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　（２）　平成 19 年度『島根県連結バランスシート（試案）』における記載
　　　その後、公表された平成 19 年度『島根県連結バランスシート（試案）』の別表３「島根県
　　林業公社の分収林事業について」中では、森林のうち、「標準伐採年齢以上の森林」につい
　　ては再評価がなされ、市場価値によって評価額が算出された（育林費用総額に比して 80％
　　以上下落）。
　　　ただし、これまでの育林費用総額の 8割以上を投下している「標準伐採年齢未満」の森林
　　については、これまでと同じく育林費用総額つまり取得原価による評価がなされていた。「標
　　準伐採年齢未満の森林」の評価額の算定は難しいとは思うが、「標準伐採年齢以上の森林」
　　の市場価格が大きく下落していることを考えると、「標準伐採年齢未満の森林」についても、
　　さらに検討を深め、再評価を試みていただきたい。
　　　ところで、『島根県連結バランスシート』の金額を正しく実態を示すものとするためには、
　　関係部局および外郭団体において再評価の必要性、目的、趣旨、評価の基準等につき、とも
　　に検討して、必要な情報を共有化することが不可欠であると考える。

３－３　県債の引受について
　（１）　林業公社では平成 15 年度に島根県債の引受をしたが、平成 19 年度に他の地方債などに運
　　用先を変更した。
　　　この間の経緯につき照会したところ、まず、平成 15 年度に島根県債の引受については、

　　　『平成 14 年度のペイオフ解禁に対処するため、公社では地方債の引き受けを可能とする定
　　款の一部を改正した、その後、具体的な引受先について県林業課に協議を行ったところ、低
　　金利状況の中で外郭団体から県債引き受けの要請があり、県において検討された結果、外郭
　　団体による県債引き受けが行われるようになると共に、他の外郭団体でも引き受け例があっ
　　たことから、公社として島根県債を引き受けることが最も安全で適切であると判断した。』

　　との回答であった。
　　　次いで、平成 19 年度に運用先を変更した際の経緯については

　　　『平成 18 年 5 月 30 日付けで県債 4億円が繰り上げ償還されたことから、平成 18 年 6 月に
　　理事会で資金運用管理規程を定めるとともに、この資金の運用方針について承認を受けた後
　　に、運用先を決定した。』

　　との回答があった。
　　　また同様に運用先を変更していた外郭団体（（財）島根県暴力追放県民センター）に経緯
　　を照会したところ、

　　　『財政課から出された財第 1232 号平成 15 年 12 月 2 日付け ｢今後の県債引き受けの取扱い
　　等について｣ 記載の指示、説明により新規引き受け、再引受け廃止の決定に従ったものであ
　　る。』
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　　との回答があった。

　（２）　上記経緯からすると、平成 15 年度当時、県債の利率が、市中金利より有利な条件であっ
　　た可能性があると思われる。
　　　県債が金融機関と同等の金利で実行されていれば問題はないと思われるが、県が外部金融
　　機関から通常借入れる金利より過大な金利を外郭団体に対して支払っていれば、通常の金利
　　との差額の利息分が「隠れた補助金」となるとの見方もあり得る。
　　　外郭団体の県債引受が良いか悪いかは、県民の立場、外郭団体を含めた県トータルの視点
　　で考えられるべきである。その時点での、短期プライムレート、政策金利、国債利回り等の
　　条件を勘案し、外郭団体を含めた県トータルの視点で、その都度適切な選択がされるべきで
　　ある。

　（３）　また、今回の経緯を公社の立場から見た際に、県債引受時、県債の繰上償還時のいずれも
　　県の主導にしたがった感がある。
　　　県民の立場、外郭団体も含めた県トータルの視点で考えた結果、県債引受もしくは繰上償
　　還を求めるという県の判断がなされたのであれば、外郭団体としても受け入れるべきではあ
　　ろう。
　　　ただし、外郭団体は県とは「異体」であり、それぞれ県以外の利害関係者もあるのだから、
　　県の出資を受け、県との関わりが深いとはいえ、外郭団体は外郭団体自身の利害にもとづい
　　た判断により、主張すべきは主張すべきということである。
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［３］		財団法人　しまね産業振興財団（１３）

　　DATA：県作成の『県出資等団体一覧表』のデータによる
　　　　基　本　財　産：146,196 千円
　　　　島根県出資比率：100.0%
　　概 要：　　・経営支援として創業、経営基盤の強化、経営革新及び地域の情報化の支援
　　　　　　　・販路支援として県内企業が開発した製品・技術の販路拡大を支援、また製造
　　　　　　　　業のマッチングサービス
　　　　　　　・技術支援として技術および特許の専門スタッフを擁し、産学官の交流、共同
　　　　　　　　研究のコーディネート、研究開発費の助成、技術移転の促進などを支援

１　監査の概要
　10 年分（H10 ～ H19 年度）の決算書を検討し、決算書の科目残高推移表を作成した。
　決算書の科目残高推移表に基づいて、文書により照会をした。

２　共通項目
２－１　借入金について
　（１）　承認手続きについて

　　　承認手続：
　　　　　［借入行為］理事会および経営委員会において理事現在数および経営委員現在数の
　　　　　　　　　　　2/3 以上の議決による（寄付行為に規定）
　　　　　［資金借入］副理事長の専決による（事務決裁規程に規定）	

　　・承認手続きとして問題はない。
　　・財団の借入金は　①企業への設備貸与事業　②企業への資金貸付事業　③ベンチャー債務
　　　保証事業（財団が投資ファンドに保証）におけるものである。
　　　これらの事業は、財団が県や金融機関から借入れを行い、企業へ貸付けや保証を行う制度
　　　であり、財団の運転資金を目的とした借入は行われていないため、具体的な承認手続きの
　　　検証までは実施しなかった。

　（２）借入金の内容について
　　　平成 19 年度決算書において、特に問題点は見出さなかった。

２－２　資産運用について
（１）　資産運用方針・資産運用の決定手続・運用規程

　　　資 産 運 用 方 針：金融環境の変化を総合的に判断し、安全性を最重視しながら、そ
　　　　　　　　　　　　　のなかで最大限の運用益を確保するための資金運用方法を選択し
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　　　　　　　　　　　　　ていく。（資金管理運用方針より）
　　　資産運用の決定手続：資金管理運用委員会が「資金管理運用方針」に基づき、その都度
　　　　　　　　　　　　　必要な運用を行う。
　　　運 用 規 程：「資金管理運用要領」及び「資金管理運用方針」	

　　・資産運用については、副理事長を委員長とした資金管理運用委員会を設置し、運用資金の
　　　安全かつ効率的な管理運用と資産保全のために必要な措置をとり、金融経済情勢・金融機
　　　関の動向の把握及び情報交換を行うとともに、資産管理運用方針を作成し、財団はこれに
　　　基づいて資金管理運用を行うとのことである。
　　　しかし、財団の事務決裁規程においては、理事長による決裁事項とされており、資金管理
　　　運用要領と齟齬が認められた。このことは改善されるべきである（３－３で詳述する）。
　　・資金管理運用委員会は副理事長を委員長とし、委員は事務局長、総務管理課長をもって組
　　　織される。

（２）　運用資産の内容について
　　・定期預金、地方債、金融債（商工債券等）

２－３　運用資産と借入金のバランス
　以下３－１及び３－２で詳述する。

３　外郭団体ごとの個別項目
３－１　退職給付引当金を計上することは、同額の退職給与のための資金を保有しなければなら
　　　ないことを意味するものではないことについて
　（１）　退職給付引当金計上額と同額の退職給与引当資産を積み立てている一方で、金融機関から
　　の借入金がある。
　　　財団は退職給与引当資産を含めて、運用資産も多額であることから、資産があるのに借入
　　を行っている理由を照会したところ、

　　　『財団の主たる資産としては、「基本財産（146,196 千円）」や将来の特定活動目的に備えて
　　保有または運用方法等に制約がある「特定資産（情報化支援活動基金積立資産（300,000 千
　　円）、技術振興基金積立資産（259,635 千円）、退職給与引当資産（130,845 千円）、創造的中
　　小企業創出支援事業基金積立資産（100,000 千円）等）」があります。これらいずれの資産も
　　公益法人会計基準（後述公益法人会計基準注解参照）及び寄附行為第 34 条、35 条等から取
　　り崩しの制限や保管方法の義務付け（地方債・国債・公債その他確実な有価証券に換える等
　　の保管）があるため、主に借入で調達している貸与設備の購入資金への流用や他会計への繰
　　出しが認められておりません。』



31

　　　（参考）
　　　　※　公益法人会計基準注解
　　　　　（注３）基本財産及び特定資産の表示について
　　　　２　当該公益法人が特定の目的のために預金、有価証券等を有する場合には、当該資
　　　　　産の保有目的を示す独立の科目をもって、貸借対照表上、特定資産の区分に記載す
　　　　　るものとする。

　　との回答があった。
　　　更に退職給付引当資産の取り崩しの制限や保管方法の義務付けの法令上の根拠条項を照会
　　したところ、「財団法人しまね産業振興財団　管理費補助金交付要綱」が示され、補助対象
　　経費（「退職手当引当金」）以外の使途に流用することができない旨の回答があった。

　（２）　退職給付資金を保有しつつ借入を行うことについての疑問
　　　ところで財団は県からの財政支援を受けており、退職給付引当資産もその中から積立てら
　　れる。
　　　県民の立場からすれば、財団が借入をしているにもかかわらず、退職給付引当資産を積み
　　立てている状況は、外郭団体が、県からの財政支援で退職給付のための資金は積み立てて確
　　保しながら、その一方で事業のために借入をして利息というさらなる支出（すなわち、さら
　　なる県からの財政支援を意味する）をしているように見える。
　　　事業費は多額なので借入利息も累積では相当額にのぼることを考えると、退職給付資金を
　　事業資金として（設備貸与事業資金への流用や他会計への繰り出し）その分借入を返済し、
　　利息出費を減らすことはできないのだろうか、というのが素直な疑問である。

　（３）　退職給付引当資産の流用の制限
　①　この点に関して、まず、明らかにしておかなくてはならないのは、退職給付引当という会
　　計処理と、退職給与支払のための資金を確保することはそれぞれ別のことであって、退職給
　　付引当金計上額と同額の資金を必ずしも積み立てる必要はないということである。
　　　退職給与規程に基づき正しく給付引当金を引当て計上する会計処理は、退職給付の支払い
　　という「将来リスク」を正確に把握し、管理するために行うものであり、そうして計上した
　　退職給付引当金の額を実際に確保しなくてはいけないということではない。
　②　また、退職給与引当資産は法令上の制限により取り崩せないとのことであるが（上記
　　（１））、最終的な回答を見ると、その制限の根拠は、県の「財団法人しまね産業振興財団管
　　理費補助金交付要綱」であって、国法上のものではないと考えられる。
　　　したがって県内部の政策判断にもとづいて補助金交付要綱を変更し、退職給与引当資産を
　　他の用途に使えるようにすることは可能であると思われる。

　（４）　資産運用と借入金のバランス
　　　もちろん、いざ退職金を支払うときに支払原資がないと困るので、退職給与支払のための
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　　資金を確保しておく必要はある。しかし退職給付引当金と同額の資金を現実に資産として
　　持っている必要はないのだから、どれだけの現実の資金を確保しておくのか、は政策判断で
　　決めることがらである。
　　　利息の累積が相当額にのぼることを考慮して、資産運用と借入金のバランスを考えた上で、
　　退職給付引当資産の事業費への繰替え運用を含め、どれだけの現実の資金を確保しておくの
　　かを決めるべきであろう。
　　　その際、必要であれば、県の補助金要綱の改定も行うべきであろう。
　　　ところで、平成 20 年３月末日現在の財団の「退職給与引当資産（130,845 千円）」という額は、
　　現実に確保しておく資金の額として過大だとは思われないが、退職給付引当金の計上と現実
　　の資産を積み立てる額は論理的につながるものではないことを前提に、常に「資産運用と借
　　入金のバランス」の観点を持って、どれだけの現実の資金を確保しておくのか、の判断をし
　　ていただきたい。

３－２　会計間の資金の繰替えについて
　財団には退職給付引当資産以外にも積立している資金があるが、退職給付引当資産を除いた資
金は根拠法令にもとづいてそれぞれ事業目的のために積み立てられている資金と考えられる。こ
れらの資金は、事業が継続している以上は事業目的にしたがって用いられることがあるので、そ
れを繰替えによって借入金の返済に充てよということは言えない。
　それでも県民の立場からすれば、それだけの資産がありながら、借入をして利払いを行うこと
については抵抗を感じる。
　長期借入金の返済にあてることはできないとしても、短期的に資金が必要となった場合に金融
機関等からの一時借入を行うのではなく財団内部の資金を用いることにより、利払いを抑える工
夫はできないものだろうか。

３－３　資産運用の決定手続きにおいて、事務決裁規程と資金管理運用要領に齟齬があることに
　　　ついて
　財団の資金管理運用要領では、資産運用について副理事長が委員長を務める資金管理運用委員
会を設置し、当該委員会において資金管理運用方針を作成し、これに基づいて資金管理運用を行
うこととなっている。しかし財団の事務決裁規程では「重要な資産の取得に関すること。」は理
事長の決裁事項とされている。
　つまり上位規程である事務決裁規程と資金管理運用要領に齟齬が認められる。
　よって財団の事務決裁規程を実態に沿うよう改訂することが求められる。
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［４］　島根県土地開発公社（１４）

　　DATA：	県作成の『県出資等団体一覧表』のデータによる
　　　　基　本　財　産：30,000 千円
　　　　島根県出資比率：100.0%
　　概 要：　　・公有地取得事業
　　　　　　　・土地造成事業（工業団地、住宅団地）
　　　　　　　・あっせん等事業（用地）

１　監査の概要
　10 年分（H10 ～ H19 年度）の決算書を検討し、決算書の科目残高推移表を作成した。
　決算書の科目残高推移表に基づいて、文書により照会をした。
　さらに、文書回答に対する再確認のために、所管課である土木総務課に文書照会をするととも
にヒアリングを行った。

２　共通項目
２－１　借入金について
（１）　承認手続きについて

　　　承認手続：	理事会の議決を得て、県の承認を得た予算の枠内で借入を実行している。
　　　　　　　　実際の事務手続きは事務決裁規程に基づき常務理事の決裁による。

　　・土地開発公社の予算は、公有地の拡大に関する法律（以下「公拡法」という）により、設
　　　立団体の長の承認を受けなくてはならず、更に益田拠点工業団地及びソフトビジネスパー
　　　クにおける借入については、県の債務保証契約が必要となるため、県、公社及び金融機関
　　　の三者で借入に係る債務保証契約を締結のうえ、借入を実行しているとのことである。
　　　承認手続きとして問題はない。
　　・具体的な承認手続きの検証までは実施しなかった。

（２）　借入金の内容について
　　　３－１で詳述する。

２－２　資産運用について
（１）　資産運用方針・資産運用の決定手続・運用規程

　　　資 産 運 用 方 針：「資金運用管理方針」、「資金運用管理の実務」及び
　　　　　　　　　　　　　「payoff	counter・plot」に記載の方針に基づき、資金の性格を踏
　　　　　　　　　　　　　まえ安全かつより有利に運用を行うこととしている
　　　資産運用の決定手続：「資金運用管理方針」等に基づき、常務理事の承認により決定
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　　　運 用 規 程：

　　・土地開発公社の資産運用については、公拡法により地方債及び政府保証債券等の有価証券
　　　並びに銀行等の預金に制限されているとのことであり、問題はないものと考える。
　　・島根県土地開発公社として文書化された「資金運用管理方針」、「資金運用管理の実務」及
　　　び「payoff	counter・plot」があり、これらは、運用規程と見なしうる。

（２）　運用資産の内容について
　　・定期預金、国債、地方債

２－３　運用資産と借入金のバランス
　以下、３－２、３－３、３－４、３－７に詳述する。

３　外郭団体ごとの個別項目
３－１　短期借入金が実質的に長期化していること
　（１）　平成 15 年度から平成 19 年度の 5年間について、借入金のうち、期中に借入及び返済が行
　　われ、期末に借入残高がゼロとなっているものがあるか確認をしたところ、

　　　『島根県及び「地方公共団体」からの借入金について期中に借入・全額返済を行っている。
　　これは、島根県及び「地方公共団体」から依頼を受けて実施している事業について、事業資
　　金を依頼元である県又は「地方公共団体」から年度初めに借り入れて年度末に返済し、年度
　　末から年度初めの 2日間は、金融機関から借り入れることによって、事業資金を調達してい
　　る。』

　　との回答であった。
　　　更に同様の借入金について、平成 15 年度から平成 19 年度の 5年間について島根県及び地
　　方公共団体からの借入金の返済日はそれぞれ何月何日かと照会したところ、下記のとおりで
　　あった。
表２

　

　（２）　土地開発公社にとっての県からの短期借入金は、県にとっては短期貸付金である。このよ
　　うに短期貸付金を毎年繰り返す処理の問題点については、平成 17 年度包括外部監査の報告
　　書において次の趣旨の指摘がなされた。

H	15 H	16 H	17 H	18 H	19
島 根 県 H	16.	3.	31 H	17.	3.	31 H	18.	3.	31 H	19.	3.	31 H	20.	3.	31
地 方 公 共 団 体 H	16.	3.	31 H	17.	3.	31 H	18.	3.	31 H	19.	3.	31 H	20.	3.	31
短期借入金（千円） 6,228,270 5,929,167 7,673,901 9,343,395 7,414,791

１　回答では具体的な市町村名が記載されていたが、市町村は、本包括外部監査の対象外であるため、「地方公共
　団体」と表記する。

1
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　　　島根県は短期貸付金として貸付を毎年度繰り返せば、長期に渡って当該貸付金相当額を
　　　使うことはできない。数十億もの財源が反復継続して結果的に長期にわたって公社に貸
　　　し付けられているのが実態であるとすれば「長期貸付金」として一般財源等の別途財源
　　　を表面化した上で、議会などでも十分検討されるべきである。それをせずに、短期貸付
　　　を繰り返すことによって、実質的に財政が硬直化している状況が外部に見えない結果と
　　　なっている。（平成 17 年度包括外部監査報告書　Ｐ 74 ～ 75 参照）

　　　これに対し県は、平成 17 年度包括外部監査の結果に基づき講じた措置として、

　　　当該貸付金は、土地開発公社による用地取得後、県による再取得までの間における資金
　　　の立替としてのつなぎ融資を、県の一般財源の負担を生じない範囲で行おうとするもの
　　　であり、一般財源の負担を生じる長期貸付金とすることは考えていない。また、単年度
　　　貸付金として予算決議を得ているところである。
　　　もとより、単年度貸付金は、一般財源を必要としない制度であり、資金管理上の影響は
　　　あるものの、この制度が直ちに財政の硬直化を招くとは考えていない。」（平成 19 年 5
　　　月 29 日付島根県監査委員公表第 6号　島根県報号外 79 号 40 頁より抜粋）

　　とする。
　　　そして現在も同様に短期貸付金を繰り返すことが行われている。

　	（３）　しかし、問題として指摘されているのは、当該貸付金を土地開発公社に貸付け続けること
　　ではなくて、短期貸付を繰り返すことで他の事業に使えない数十億が、まるで他の事業に使
　　える数十億であるかのように財務諸表上に現れること、である。
　　　貸付理由のいかんに関わらず、
　　①　数十億の財源が「毎年」土地開発公社に貸し付けられていること
　　②　土地開発公社が県以外から当該貸付金相当額を県の債務保証等の支援なしで借り入れる
　　　ことが困難である以上、県が当該貸付をやめることは現実としてできないこと
　　③　先行取得用地などが売却できない限りは公社としては県からの短期借入を繰り返すこと
　　　になること
　　からすれば、県が当該貸付金相当額分を県の他の事業には使えない、ことには代わりがなく、
　　当該県の貸付金は性質として「長期貸付金」に他ならない。
　　　したがって、包括外部監査人としては、このような短期貸付を繰り返している貸付金につ
　　いては、「長期貸付金」として表示されるべきであると再び指摘するところである。

３－２　資産運用と借入金のバランスを考慮すべきと思われることについて
　（１）　公社は 200 億円を超える多額の借入金を負っている一方で、25 億円程度の運用資産（国
　　債や地方債、定期預金など）を保有している。
　　　そこで
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　　①　資産運用にあたって借入金とのバランスをどのように考えているのか
　　②　また国債などの運用資産を持っていなければいけない理由
　　③　運用資産と借入金の支払金利の差について認識をしているか
　　につき質問したところ、以下の回答があった。

　　①　『県又は市町村等からの依頼により実施する事業に係る資金は、依頼元である地方公共
　　　団体から借り入れる他、国・県から再取得される用地先行取得事業（用地国債）について
　　　はその事業施行上のルールから、広く一般に分譲を行う土地造成事業については事業リス
　　　クを排除する観点から、いづれも基本的に全て金融機関からの借入金で対応することとし
　　　ており、公社が保有し運用する資産と依頼事業に係る借入金の関係は、一般的な運用資産
　　　と債務の関係とは異なると考えている。』

　　②③　『結果的に準備金や資本金のほとんどを運用資産としており、国債等で運用している
　　　状況である。また、支払利息の低減に努めているが、現状では運用益と収支上関連付けて
　　　捉える必要がないため両者の「差」については問題としない。』

　（２）　この回答①の趣旨は、公社の事業は県からの依頼で行っているものなので、それらの事業
　　に係る借入金や金利は県が負うべきものであって本来公社の負うべき事業リスクではないた
　　め、公社独自の資金を持ってこれに充てる考えはないということである。
　　　公社が独自の事業を行い、そこで収益を上げて資産を形成しているのだとすれば、公社の
　　立場として、独自の事業で「稼いで得た」資産を県の依頼で行う事業の利払いや借入金返済
　　に振り向ける考えはないという回答は、理解できなくはない。
　　　しかし、公社は現在、自己資金による独自の事業を行ってないということである。

　（３）　公社が今後、独自に事業に取り組む予定がないのであれば、県として、公社の借入金の利
　　払いを利子補給などで負担し続ける一方で、運用資産として 25 億円もの資金を公社におい
　　ておくのは果たして得策なのだろうか。
　　　そこで、土木部総務課に対して、
　　①　公社には国債などで運用されている資産があるが、県としてその資産によって公社の借
　　　入金を圧縮する考えはないのか
　　②　公社が今後独自の事業をする予定がないのであれば、県が公社の運用資産を回収する考
　　　えはないのか
　　照会をしたところ、以下の回答があった。

　　①　『公社の準備金を土地造成事業等の事業資金に充当すれば金融機関からの借入を圧縮出
　　　来るとのご意見ですが、一方、当該事業リスクを公社が負うことになります。本県におい
　　　ては、現時点においては事業リスクは要請元の県等が負うべきものと整理しており、公社
　　　に事業リスクを負わせる考えはありません。』
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　　②　『準備金については、公拡法により規定されていることは先に述べましたが、法人外へ
　　　の流出を禁じて安定的な経営基盤の確立を図るため整理された資金であることから、県と
　　　しては引き続き公社の安定的な経営が必要だと考えていますので、準備金を回収する考え
　　　はありません。』

　（４）　しかし、県はすでに公社に依頼している事業の借入金に対して債務保証契約を結んでいる。
　　　つまり公社の借入金は県の借入と同視できる。
　　　とすれば、土地開発公社の 100％出資者であり、かつ、実質的に公社の債務の債務者であ
　　る県の立場としては、公社の持つ運用資産を借入金の返済に充てさせるべきではないだろう
　　か。
　　　ただし、その場合、公社の内部で会計を分け、内部的に運用資産を土地造成事業へ貸付け、
　　その資金によって土地造成事業の借入金を返済するという方法をとった上で、資金の動きを
　　明確にしておく必要はある。

３－３　留保所得を将来の欠損填補に充当する姿勢について
　（１）　また同じく土木総務課の回答に

　　　『公社の経営状況については、既に提出した直近 10 年間の決算書でわかるとおり、10 年
　　間毎年営業損失を計上しており、経常的な赤字経営となっています。この損失は公拡法に基
　　づき準備金を取り崩すことによって対応してきました。損失発生の理由としては、退職や人
　　件費カット等による人件費の縮減など公社の取り組み以上に急激な公共事業費の減少によ
　　り、公有地取得事業等の事業収入が減少しているためであり、今後の経営も厳しい状況が続
　　く予定です。このような見通しの中、現時点において準備金を事業資金として充当すること
　　は困難と考えています。』

　　とある。

　（２）　県は公社の借入金の利子補給をすることで利子相当額を県の外に流出させているわけだ
　　が、上記回答によれば、これまでの留保所得は、今後も発生するであろう公社の毎期の赤字
　　の補填のために使うことを予定しているのであって、留保所得を借入金元本の返済に充てる
　　考えはないということになる。
　　　この事に関して、さらに土木部総務課に以下の 2点をヒアリングの際に確認した。

　　①　県の立場で県の利子補給を減らす発想があるのか
　　②　公社の運用益は毎年どの程度出ているか、一方、公社の借入金の金利負担は毎年どの程
　　　度か
　　　これに対して、土木総務課からは、

　　①　公社のお金を県の事業に使う事となるため、県として公社の準備金を取り崩す考えはな
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　　　かった。
　　②　運用益は 2,300 万円で同程度の借入金に対する利払いが 4,000 万円程度と見積もられる。
　　との説明があった。

　（３）　②「運用益は 2,300 万円で同程度の借入金に対する利払いが 4,000 万円程度」ということ
　　は、年間 2,300 万円の運用益をあげている資産で借入金を返済すれば、利払いを年間 4,000
　　万円減らすことができる、すなわち、現状より年間 1,700 万円、県の手元に残るお金が増える、
　　ということである。
　　　その差、約 1,700 万円は 6年で 1億円を超える。
　　　公拡法等の法令上の話ではなく、県トータルとして利払いを減らして県の手元に残るお金
　　を増やすという発想が必要ではないかということである。
　　　土地開発公社については、県は現状で既に利子補給を行っている。
　　　だとすれば、いかにして県全体の資金流出を抑えるのか、ということになりはしないか。
　　このように考えたとき、年間約1,700万円、6年で1億円という金額は、大きくはないだろうか。

３－４　公社をめぐり県トータルの視点が必要であることについて
　土木部総務課のヒアリングの中で、公社の借入金は工業団地の造成事業をコーディネートした
商工労働部で対応する事項だったので、土木部においては事業のための借入金と公社の運用資産
を関連づけては検討してこなかったという趣旨の説明があった。
　確かに、借入金の担当部課と資産関連の担当部課が異なる場合、双方を見る視点は持ちにくい
のかもしれない。だが、6年で約 1億円という金額を思えば、担当課としても、県トータルとし
ての視点を持って、公社と県を含めて資産運用と借入金のバランスを考えることが必要であろう。

３－５　土地開発公社につき方向性を明らかにする必要があることについて
　公社は県が 100％出資している外郭団体である。
　公社は現在、独自の事業を行っておらず、現時点で具体的な独自事業の予定はないようである。
　とすれば、県は、公社のあり方について早急に検討し、今後の方向性を明らかにする必要があ
るのではないだろうか。
　すでに、土地開発公社と住宅供給公社との管理部門の統合は行われているが、さらなる検討を
お願いしたい。

３－６　退職給付引当資産について
　他の外郭団体の決算書には退職給付引当資産が「資産の部」に計上されているところがあった
が、公社の決算書には退職給付引当資産が計上されていなかったので公社に確認をしたところ

　『土地開発公社経理基準要綱に当該資産計上について定められていないため、現段階では特に
資産計上は行わず、要綱に基づき固定負債の退職給付引当金を計上するのみとしています。』

との回答であった。
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　この処理自体については問題がないものと考える。
　しかし、退職給付金を支払う際になって支払原資がないと困るので、少なくとも支払時期が迫っ
ているものについては、資金を準備しておく必要はある。
　ただし、本報告書で繰り返し指摘しているように、退職給付引当金相当額の全額の資金を現実
に準備して固定化する必要はない。

３－７　造成土地の再評価について
　（１）　平成 18 年度『島根県連結バランスシート（試案）』を見たところ、造成土地の金額として、
　　取得費用、管理費用の累計額が記載されていると思われた。
　　　しかし、『島根県連結バランスシート』における造成土地の価額は、現時点で適正な評価
　　基準にもとづいて再評価した額で表示されなければならないと考える。
　　　そうでないと、県民の将来負担を含めた財政状態を見誤らせる可能性がある。
　　　そこで、総務省の報告書を基に、財政課に対して以下の照会をした。

　　　『平成 18 年５月の新地方公会計制度研究会報告書の連結対象法人の資産の評価方法に「連
　　結に際しての資産及び負債の評価　274. 連結対象法人が、それぞれの会計基準に則って資産
　　及び負債を適正に評価した金額をもって連結を行うこととする。ただし、個別の連結対象法
　　人の資産及び負債の評価が、公正価値の考え方に照らして著しく乖離がある場合等、特段の
　　事情が認められる場合は、当該法人等の資産及び負債の再評価を行って連結を行う。」
　　　とあります。
　　　島根県の連結対象法人がそれぞれ保有する森林及び土地の帳簿価額は、実際の価額と相当
　　な乖離があると考えられますが、再評価することの必要性についてどのようにお考えです
　　か。』

　　　これに対して財政課からは、

　　　『再評価は必要と考えており、平成 20 年度決算から作成する総務省改訂モデルによる財務
　　４表作成に合わせて導入を検討する。』

　　との回答があった。

　（２）　平成 19 年度『島根県連結バランスシート（試案）』における記載
　　　上記回答のとおり、総務省改訂モデルによる作成は平成 20 年度決算からであるため、そ
　　の後、公表された平成 19 年度『島根県連結バランスシート（試案）』では、これまでと同じ
　　く取得費用、管理費用の累計額による評価がなされていた。
　　　造成土地については、現時点でも適正な評価基準にもとづいて再評価した額で表示されな
　　ければならないと考えられるので、さらに検討を深め、再評価を試みていただきたい。
　　　ところで、『島根県連結バランスシート』の金額を正しく実態を示すものとするためには、
　　関係部局および外郭団体において再評価の必要性、目的、趣旨、評価の基準等につき、とも
　　に検討して、必要な情報を共有化することが不可欠であると考える。
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［５］　島根県住宅供給公社（１５）

　　DATA：県作成の『県出資等団体一覧表』のデータによる
　　　　基　本　財　産：10,000 千円
　　　　島根県出資比率：100.0%
　　概 要：　　・宅地開発事業
　　　　　　　・分譲住宅事業
　　　　　　　・賃貸住宅建設事業
　　　　　　　・受託事業（職員宿舎等の建設や公営住宅用地の整備等）
　　　　　　　・管理事業（公社が建設した賃貸住宅及び住宅関連施設（賃貸店舗、駐車場
	 　　　　　等）の管理運営）
　　　　　　　・受託管理事業（公営住宅等の受託管理）　　　　　　　　　　　

１　監査の概要
　10 年分（H10 ～ H19 年度）の決算書を検討し、決算書の科目残高推移表を作成した。
　決算書の科目残高推移表に基づいて、文書により照会をした。

２　共通項目
２－１　借入金について
　（１）　承認手続きについて

　　　承認手続：当該事業の事業計画及び資金計画を理事会において承認を得た上で、事務決
　　　　　　　　裁規程に基づいて常務理事の専決により借入を実施する
　　　　　　　　重要と認められる案件は理事長の決裁を要する	

　　・承認手続きとして問題はない。
　　・運転資金を目的とした借入は行われていないため、具体的な承認手続きの検証までは実施
　　　しなかった。

　（２）　借入金の内容について
　　　平成 19 年度決算書において、特に問題点は見出さなかった。

２－２　資産運用について
　（１）　資産運用方針・資産運用の決定手続・運用規程

　　　資 産 運 用 方 針：「資金運用管理方針」、「資金運用管理の実務」及び
　　　　　　　　　　　　　「payoff	counter・plot」に記載の方針に基づき、資金の性格を踏
　　　　　　　　　　　　　まえ安全かつより有利に運用を行うこととしている
　　　資産運用の決定手続：資金計画を四半期ごとに見直しを行い、余裕金を長期で運用する
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　　　　　　　　　　　　　ものと短期で運用するものに分ける
　　　運 用 規 程：

　　・資金運用は、事務局長の決裁により国債等の購入又は定期預金で運用している。
　　　そのうち定期預金は、各金融機関からの借入金残高を預金の限度額として運用していると
　　　のことであり、問題はないものと考える。
　　・島根県住宅供給公社として文書化された「資金運用管理方針」、「資金運用管理の実務」及
　　　び「payoff	counter・plot」があり、これらは、運用規程と見なしうる。

（２）　運用資産の内容について
　　　定期預金、国債、地方債

２－３　運用資産と借入金のバランス
　借入金の返済を優先し、返済可能なものから順次、繰上償還しているとのことであり、問題は
ないものと考える。

３　外郭団体ごとの個別項目
３－１　退職給付に備えた資産運用について
　「資金運用管理の実務」には退職給付に備えた資産運用に関して、退職予定年度ごとに退職者
の退職給付引当金の運用資産が例示されており、退職給付引当資産を定期等で一律に運用してい
る他団体にとって、参考になるのではないかと感じた。
　以下に記載されている例を抜粋する。

＜例＞　退職者を想定した運用
　　　H17 年度退職者の退職引当金
　　　H18 年度退職者の退職引当金　　　　

大口定期預金等

　　　H19 年度退職者の退職引当金　　　　
　　　H20 年度退職者の退職引当金　　　　大口定期預金等 or2 年国債
　　　H21 年度退職者の退職引当金

　　　　H22 年度退職者の退職引当金
　　　H23 年度退職者の退職引当金　　　　５年国債
　　　H24 年度退職者の退職引当金

　　　　　H25 年度退職者の退職引当金
　　　H31 年度退職者の退職引当金
　　　H33 年度退職者の退職引当金　　　　10 年国債

　　　
H42 年度退職者の退職引当金
H44 年度退職者の退職引当金

⎫
⎬
⎭

⎫

⎬

⎭

⎫

⎬

⎭

⎫

⎬

⎭
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［６］　財団法人　島根県建設技術センター（１６）

　　DATA：県作成の『県出資等団体一覧表』のデータによる
　　　　基　本　財　産：100,000 千円
　　　　島根県出資比率：100.0%
　　概 要：公益事業
　　　　　　　・普及啓発業務		（建設事業に関する情報収集や情報提供等）
　　　　　　　・技術者養成業務（専門的知識、技術を習得するための研修、講習）
　　　　　　　	・建設発生土リサイクルヤードの建設・整備運営
　　　　　　収益事業
　　　　　　　・工事等受託業務（公共工事の設計積算、施工監理業務）
　　　　　　　・設計図書などの販売業務　

１　監査の概要
　10 年分（H10 ～ H19 年度）の決算書を検討し、決算書の科目残高推移表を作成した。
　決算書の科目残高推移表に基づいて、文書により照会をした。

２　共通項目
２－１　借入金について
　（１）　承認手続きについて　　

　　　承認手続：
　　　・借入限度額については、寄付行為及び会計処理規程に基づき、議案として理事会及び
　　　　評議員会に提案し議決を受けた上で、島根県知事の承認を得る。
　　　・年度当初の借入額については借入限度内で予算案として理事会及び経営委員会に提案
　　　　し、議決を受ける。
　　　・年度中途での再借入は借入限度内で理事長承認により実行される。

　　　・承認手続きとして問題はない。	
　　　・施設建設以降の新規借入れはないため、具体的な承認手続きの検証までは実施しなかっ
　　　　た。

　（２）　借入金の内容について
　　　平成 19 年度決算書において、特に問題点は見出さなかった。

２－２　資産運用について
　（１）　資産運用方針・資産運用の決定手続・運用規程

　　　資 産 運 用 方 針：財団の財産を、寄附行為に基づき理事会の議決を得て預金等によ
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　　　　　　　　　　　　　る確実な方法で管理している
　　　資産運用の決定手続：理事長の決裁による
　　　運 　 用 　 規 　 程：特に運用規程はない

　　・運用資産は預金及び地方債（または農林債券等確実な有価証券）であり、現時点で運用規
　　　程がないことについて問題が発生しているわけではないが、制定が望ましいものである。
　　　さらに今後、多様な資産運用が行われる場合においては、資産運用方針や決定手続の規程
　　　を制定する必要がある。

　（２）　運用資産の内容について
　　　定期預金、地方債（または農林債券等確実な有価証券）

２－３　運用資産と借入金のバランス
　施設建設以降、当初借入契約どおりの返済を行っているのみなので、問題はないものと考える。
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［７］　財団法人　島根県環境管理センター（２０）

　　DATA：県作成の『県出資等団体一覧表』のデータによる
　　　　基　本　財　産：224,140 千円
　　　　島根県出資比率：31.2%
　　概 要：　産業廃棄物最終処分場（管理型・安定型）（クリーンパークいずも）の建設　
　　　　　　及び運営

１　監査の概要
　10 年分（H10 ～ H19 年度）の決算書を検討し、決算書の科目残高推移表を作成した。
　決算書の科目残高推移表に基づいて、文書により照会をした。

２　共通項目
２－１　借入金について
　（１）　承認手続きについて

　　　承認手続：
　　　・長期借入金については理事会の議決、島根県知事の承認を得て、理事長決裁で実行し
　　　　ている
　　　・短期借入金については限度額（予算での記載事項）について理事会承認を得て決め、
　　　　理事長決裁で実行している

　　　・承認手続きとして問題はない。
　　　・ところで、短期借入金を迅速に実行できるように基本財産特定預金が担保提供されてい
　　　　るが、当該担保提供は寄付行為に基づき理事会の決議を経た上で島根県知事の承認を得
　　　　て行われているとのことなので、承認手続きとして問題はない。
　　　・施設建設以降の新規借入れは定期預金を担保とした短期借入れのみであるため、具体的
　　　　な承認手続きの検証までは実施しなかった。

　（２）　借入金の内容について
　　　平成 19 年度決算書において、特に問題点は見出さなかった。

２－２　資産運用について
　（１）　資産運用方針・資産運用の決定手続・運用規程

　　　資 産 運 用 方 針：基本財産のうち現金は寄附行為及び財務規程に基づき理事会の議
　　　　　　　　　　　　　決を得て定期預金とする等、有利かつ確実な方法で管理する
　　　　　　　　　　　　　運用財産は、財務規程に基づき安全かつ確実な方法により管理し
　　　　　　　　　　　　　ている
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　　　資産運用の決定手続：理事長決裁により行う
　　　運 用 規 程：特に運用規程はない

　　　・運用資産は預金及び国債のみなので、現時点で運用規程がないことについて問題が発生
　　　　しているわけではないが、制定が望ましいものである。
　　　・さらに今後、多様な資産運用が行われる場合においては、資産運用方針や決定手続の規
　　　　程を制定する必要がある。

　（２）　運用資産の内容について
　　　定期預金、国債

２－３　運用資産と借入金のバランス
　長期借入金については当初借入契約どおりの返済を行っているのみである。
　短期借入金については、長期借入金の償還、機械装置の更新及び危機管理施設であることから
緊急時において内部留保資金が不足した場合に即座な借入ができるようにするため、基本財産を
定期預金担保（迅速な借入が可能であり、貸付利率が最も低い）とした範囲内で、借入が行われ
ているとのことである。
　問題はないものと考える。
　
３　外郭団体ごとの個別項目
３－１　退職給付引当金について
　退職給付引当金に対応して同額が退職積立預金として金融機関に預金されている。
　しかし、退職給与規程に基づき正しく退職給付引当金を引当て計上する会計処理は、退職給付
の支払いという「将来リスク」を正確に把握し、管理するために行うものであって、退職給与支
払のための資金を確保することを意味するものではない。したがって、計上した退職給付引当金
と同額の資金を必ずしも預金する必要はないということである。
　したがって、職員の退職予定等を勘案した上で、短期的に必要とならない分の資金については、
別途運用しても良いのではないかと考える。
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［８］　株式会社　島根県食肉公社（２３）

　　DATA：県作成の『県出資等団体一覧表』のデータによる
　　　　基　本　財　産：499,900 千円
　　　　島根県出資比率：35.5%
　　概 要：　 ・食肉の処理加工及び販売
　　　　　　　・肉畜の集荷・荷受・輸送

１　監査の概要
　10 年分（H10 ～ H19 年度）の決算書を検討し、決算書の科目残高推移表を作成した。
　決算書の科目残高推移表に基づいて、文書により照会をした。
　さらに、文書回答に対する再確認のために、所管課である農畜産振興課にヒアリングを行った。

２　共通項目
２－１　借入金について
　（１）　承認手続きについて

　　　承認手続：借入金が発生する都度、稟議書による決裁を取り実行する。決裁は職制規程
　　　　　　　　の別表専決基準表に基づき短期借入金は専務、長期借入金は社長が行ってい
　　　　　　　　る。
　　　　　　　　なお、短期資金の借入金については、毎年度定時の株主総会で借入限度額の
　　　　　　　　承認を得ている。

　　　・承認手続きとして問題はない。
　　　・具体的な承認手続きの検証までは実施しなかった。

　（２）借入金の内容について
　　　平成 19 年度決算書において、特に問題点は見出さなかった。

２－２　資産運用について
　（１）　資産運用方針・資産運用の決定手続・運用規程

　　　資 産 運 用 方 針：特にない
　　　資産運用の決定手続：職制規程の別表専決基準表に「余裕金の運用管理に関する立案実
　　　　　　　　　　　　　施」の専決基準が定められている
　　　運 用 規 程：特に運用規程はない

　　　・資産運用は行っていないため、資産運用方針や決定手続の規程等はないとの回答であっ
　　　　た。運用資産は以下に述べる「退職資金」を除き預金のみなので、現時点で運用規程が



47

　　　　ないことについて問題が発生しているわけではないが、制定が望ましいものである。
　　　　さらに今後、多様な資産運用が行われる場合においては、資産運用方針や決定手続の規
　　　　程を制定する必要がある。

　（２）　運用資産の内容について
　　　・定期預金
　　　・投資有価証券勘定の内容は取引先の株式（非上場）であった。

２－３　運用資産と借入金のバランス
　３－１で詳述する。

３　外郭団体ごとの個別項目
３－１　資産の部に計上されている退職資金について
　（１）　平成 20 年 3 月期の決算書によれば、退職給付引当金 24,655 千円に対し、59,762 千円と倍
　　以上の額が「退職資金」として資産の部に計上されている。
　　　そこで、当「退職資金」の運用内容を公社に確認したところ、（財）島根県農協職員共済会（以
　　下「共済会」という。）への外部積立であるとのことであった。
　　　所管課である農畜産振興課へのヒアリングにおいて、当該積立は解約できるのかどうかを
　　質問したところ、退職金以外の使途での取崩しはできないということであった。

　（２）　当積立金は共済会が運営している退職資金給付事業（県内の農業協同組合等の職員の退職
　　資金を確保する事業）への拠出金である。
　　　確かに公社は農業協同組合と関係の深い組織ではある。しかし、公社はあくまでも営利団
　　体として組織され、「株式会社」の形態をとっているため、退職金制度について農業協同組
　　合と同じ仕組を採用する必要は無いと考える。とすれば、必ずしも余剰資金があるわけでは
　　ない財政状況において、従業員の将来の退職金支給のために退職金以外の使途での取崩しは
　　できない積立をして、資金を固定化する理由は見受けられない。
　　　ところで、公社には県からの借入及び平成 16 年度までは農協等からの借入がある。
　　　退職資金給付事業に拠出した場合の利回りは不明であるが、仮に、退職資金給付事業に拠
　　出した場合の利回りよりもこれら借入の利率が高い場合には、退職資金給付事業に拠出する
　　より、その分の資金で借入金を返済した方が、差引きで公社としての負担は少なくてすんだ
　　ことになる。
　　　県の立場でいうと、公社が県からの借入金を返済したとすればそれだけ県にとって他の政
　　策に使える資金を確保できたということである。
　　　さらに、そもそも公社は平成 13 年頃の農協等からの借入の一部をしなくてすんだ、つま
　　り、その借入分の利払いもしなくてすんだ可能性がある。
　　　なお、共済会では退職金共済制度（積み立てた額が退職者に直接支給される制度）を運営
　　しており、公社も加入しているが、上記事業はこれとは別のものである。
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　（３）　本報告書では各所で、退職給付引当金を計上することは、同額の退職給与のための資金を
　　保有しなければならないことを意味するものではないことを述べているが、㈱島根県食肉公
　　社の場合は、退職給付引当金の額を超えて倍以上の退職給付資金を積立てている。少なくと
　　も退職給付引当金の額を超えての積立は不要と考えられる。
　　　ところで食肉公社の場合、退職資金給付事業で積立てている退職資金の額は他の外郭団体
　　に比して大きくない。したがって、退職給付引当金を超えて退職資金を積立てていることも、
　　また、退職資金と借入金の両方の残高があることにより「運用資産（退職資金）と負債のバ
　　ランス」が考慮されていないように見えることも大きな問題ではない、という評価もあり得
　　るかもしれない。
　　　しかし、金額の多寡にかかわらず、借入、積立て等のひとつひとつの判断をする際に「運
　　用資産と負債のバランス」を考慮することは、常に必要であろう。

３－２　減資後の経営組織体制について
　公社はここ数年の間に減資を行い、会社法による「大会社」ではなくなっている。このため、
経営組織体制として監査役会及び会計監査人の設置義務はないが、監査役会は非設置としている
一方で、会計監査人の設置は継続している。この理由について、農畜産振興課に質問したところ「公
社の意向であると思われるが、経理方法や決算書類の記載等に関し、会計の専門家から積極的に
意見を取り入れたい。」とのことであり、決算書類の適正性を高めたいという姿勢は評価できる。
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［９］　島根県漁業信用基金協会（２４）

　　DATA：県作成の『県出資等団体一覧表』のデータによる
　　　　基　本　財　産：2,727,347 千円
　　　　島根県出資比率：45.0%
　　概 要：漁業者への信用保証業務を行う

１　監査の概要
　10 年分（H10 ～ H19 年度）の決算書を検討し、決算書の科目残高推移表を作成した。
　決算書の科目残高推移表に基づいて、文書により照会をした。
　
２　共通項目
２－１　借入金について
　（１）　承認手続きについて

　　　承認手続：事務決裁規定に基づき常勤役員の決裁により、実行されている

　　　・承認手続きとして問題はない。
　　　・借入内容は、独立行政法人農林漁業信用基金からの借入れ、地方公共団体からの制度
　　　　融資、定期預金を担保とした短期借入れであるため、具体的な承認手続きの検証までは
　　　　実施しなかった。

　（２）　借入金の内容について
　　　平成 19 年度決算書において、特に問題点は見出さなかった。

２－２　資産運用について
　（１）　資産運用方針・資産運用の決定手続・運用規程

　　　資 産 運 用 方 針：事業費等支払準備資金としての流動性を確保しつつ、公共債を中
　　　　　　　　　　　　　心とする債券運用を行う。
　　　資産運用の決定手続：有価証券運用管理規程に基づき運用
　　　運 用 規 程：有価証券運用管理規程

　　　・実際の運用手続きとしては、予め基本的な考え方を理事会に諮り、個々の売買について
　　　　は専務理事が証券会社の情報を収集した上で起案し、理事長の決裁を受け実施している
　　　　とのことであり、問題はないものと考える。

　（２）　運用資産の内容について
　　　定期預金、県債を含む地方債、政府関係機関債
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２－３　運用資産と借入金のバランスについて
　独立行政法人農林漁業信用基金からの借入金は助成的資金（一般の借入れに比較して低金利で
ある）であり、特にバランスを考慮する必要はないこと、資産運用に当っては事業費等支払準備
金としての流動性を確保するため約 3億円を預金とし、その他を債券運用しているとのこと、か
ら、問題はないものと考える。
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［10］　島根県信用保証協会（２６）

　　DATA：県（中小企業課）提出のデータによる
　　　　基　本　財　産：17,128,913 千円
　　　　島根県出資比率：26.9%
　　概 要：中小企業者のために信用保証業務を行い、中小企業者に対する金融の円滑化を
　　　　　 図っている。

１　監査の概要
　10 年分（H10 ～ H19 年度）の決算書を検討し、決算書の科目残高推移表を作成した。
　決算書の科目残高推移表に基づいて、文書により照会をした。
　運用手続の確認につき、資金運用管理委員及び実務担当者にヒアリングを行った。
　資金運用管理委員会会議資料等を閲覧した。
　事務決裁規程を確認した。

２　共通項目
２－１　借入金について
　（１）　承認手続きについて

　　　承認手続：専務理事、常務理事、常勤理事、総務部長、総務課長から構成される資金運
　　　　　　　　用管理委員会を設置し、決議および資金運用管理委員による方針決定の下、
　　　　　　　　個別に専務理事決裁により承認を行っている。
	
　　　・借入内容は、日本政策金融公庫（旧中小企業金融公庫）分のみであるため、具体的な承
　　　　認手続きの検証までは実施しなかった。

　（２）　借入金の内容について
　　　平成 19 年度決算書において、特に問題点は見出さなかった。

２－２　資産運用について
　（１）　資産運用方針・資産運用の決定手続・運用規程

　　　資 産 運 用 方 針：「安全性重視」、「安定的な収益の確保」、「効率的な資金運用」　　
　　　資産運用の決定手続：上記、資金運用管理委員会を設置している。委員会は原則として
　　　　　　　　　　　　　４半期に１回開催し、資金運用の基準、資産内容、運用計画等に
　　　　　　　　　　　　　ついて協議を行っている。
　　　　　　　　　　　　　有価証券購入マニュアルに基づき運用銘柄等を選定し、資金運用
　　　　　　　　　　　　　管理委員にその都度承認を取っている。
　　　運 用 規 程：資金運用規程、自己資金運用要領、有価証券運用細則
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　　　・平成 20 年 3 月及び 7月開催の資金運用管理委員会議事録を閲覧したところ、運用方針
　　　　である「安全性重視」、「安定的な収益の確保」、「効率的な資金運用」に従い、特に問題
　　　　ない運用がなされていた。
　　　・運用状況及び結果については、予算理事会及び決算理事会において報告されている。

　（２）　運用資産の内容について
　　　・運用は定期預金及び国内債券であり、国債、地方債、公社債、金融債及び事業債である。
　　　　事業債は高い債券格付けのものを前提に、有利な利率のものを選択している。

２－３　運用資産と借入金のバランス
　現在、借入金は、日本政策金融公庫分のみである。
　当該借入は、保証付融資増大を目的として借入金全額を各金融機関へ預託しているとのことな
ので、問題は無いものと考える。

３　外郭団体ごとの個別項目
３－１　基本財産および出資比率について
　（１）　中小企業課提出の資料によると島根県信用保証協会についての県の出資比率は 26.9％と　
　　なっているところ、これは「基本財産分の県の出資額」の数値である。
　　　信用保証協会における基本財産とは、

　　　基本財産
　　　　　株式会社の資本金に相当するものです。地方公共団体や金融機関等から拠出された
　　　　「基金」と国から拠出された「金融安定化特別基金」および過去の収支差額の累計「基
　　　　金準備金」で構成されています。	（『島根県信用保証協会Disclosure	Report』より）

　　というものであるから、収支差額の「基金準備金」への繰り入れという信用保証協会の会計
　　処理をすることにより、基本財産もその都度変動することになる。
　　　その結果、県の出資比率もそれにともなって変動するとのことである。

　（２）ところで、株式会社における「持ち株比率」は、設立時の「出資金額合計分の出資者の出
　　資金額」で計算され、その後、有償による増資等がなされない限り、準備金の資本金への組
　　み入れだけで、「持ち株比率」が変動することはない。
　　　そして通常は、この「持ち株比率」の考え方をもって「出資比率」を計算する。

　（３）平成 20 年 3 月 31 日現在で、島根県保証協会の
　　基本財産は	 17,128,913（千円）
　　出えん金（累計）合計額は	 5,382,255（千円）
　　県出えん金（累計）額は	 4,612,523（千円）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（第 59 期島根県信用保証協会『事業報告書』より）



53

　　である。
　　　基本財産分の県出えん額（累計）の比率は、
　　　　　　　4,612,523（千円）／ 17,128,913（千円）		≒　0.269
　　で、26.9％となる。
　　　一方、出えん額合計分の県出えん額（累計）の比率は、
　　　　　　　4,612,523（千円）／ 5,382,255（千円）		≒　0.857
　　で、85.7％となる。

　（４）上記（２）のように株式会社の「持ち株比率」の考え方で「出資比率」を計算すると、「出
　　資額合計分の出資者の出資額」（出えん額合計分の県出えん額（累計））と考えてしまうこと
　　になるから、現在のように「基本財産分の県の出資額」を出資比率として表示する際には、
　　誤解がないように、県としては、注記などにより、県で用いている「出資比率」の意味内容
　　およびその数値を用いる理由を説明するべきである。
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［11］　出雲空港ターミナルビル　株式会社（２７）

　　DATA：県作成の『県出資等団体一覧表』のデータによる
　　　　基　本　財　産：330,000 千円
　　　　島根県出資比率：30.3%
　　概 要：出雲空港ターミナルビルの管理運営業務

１　監査の概要
　10 年分（H10 ～ H19 年度）の決算書を検討し、決算書の科目残高推移表を作成した。
　決算書の科目残高推移表に基づいて、文書により照会をした。

２　共通項目
２－１　借入金について
　（１）　承認手続きについて

　　　承認手続：取締役会の承認
	
　　　・承認手続きとして問題はない。
　　　・平成 3年の新ターミナルビル建設の後は新規借入れはないとのことであり、10 年間の
　　　　決算書類でも新規借入は確認されなかったため、具体的な承認手続きの検証までは実施
　　　　しなかった。

　（２）　借入金の内容について
　　　平成 19 年度決算書において、特に問題点は見出さなかった。

２－２　資産運用について
　（１）　資産運用方針・資産運用の決定手続・運用規程

　　　資 産 運 用 方 針：特にない
　　　資産運用の決定手続：社長決裁後、取締役会への報告
　　　運 用 規 程：特に運用規程はない

　　　・運用資産は預金のみなので、現時点で運用規程がないことについて問題が発生している
　　　　わけではないが、制定が望ましいものである。
　　　　さらに今後、多様な資産運用が行われる場合においては、資産運用方針や決定手続の規
　　　　程を制定する必要がある。

　（２）　運用資産の内容について
　　　・預金
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　　　・出資金勘定の内容は近隣にあるゴルフ場の会員権であった。

２－３　運用資産と借入金のバランス
　現状は、当初借入契約どおりの返済を行っているだけなので、問題はないものと考える。
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［12］　石見空港ターミナルビル　株式会社（２８）

　　DATA：県作成の『県出資等団体一覧表』のデータによる
　　　　基　本　財　産：480,000 千円
　　　　島根県出資比率：30.0%
　　概 要：石見空港ターミナルビルの管理運営業務

１　監査の概要
　10 年分（H10 ～ H19 年度）の決算書を検討し、決算書の科目残高推移表を作成した。
　決算書の科目残高推移表に基づいて、文書により照会をした。

２　共通項目
２－１　借入金について
　（１）　承認手続きについて
　　　
　　　承認手続：取締役会による承認
	
　　　・承認手続きとして問題はない。
　　　・平成 5年のターミナルビル新築の後は新規借入れはないとのことであり、10 年間の決
　　　　算書類でも新規借入は確認されなかったため、具体的な承認手続きの検証までは実施し
　　　　なかった。

　（２）　借入金の内容について
　　　平成 19 年度決算書において、特に問題点は見出さなかった。

２－２　資産運用について
　（１）　資産運用方針・資産運用の決定手続・運用規程

　　　資 産 運 用 方 針：リスクの少ない効率的な運用を行う
　　　資産運用の決定手続：社長決裁後、取締役会への報告
　　　運 用 規 程：特に運用規程はない

　　　・運用資産は預金及び国債のみなので、現時点で運用規程がないことについて問題が発生
　　　　しているわけではないが、制定が望ましいものである。
　　　　さらに今後、多様な資産運用が行われる場合においては、資産運用方針や決定手続の規
　　　　程を制定する必要がある。

　（２）　運用資産の内容について
　　　・預金、国債
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　　　・投資有価証券のうち国債以外は近隣にあるゴルフ場の会員権であった。

２－３　運用資産と借入金のバランス
　現状は、当初借入契約どおりの返済を行っているだけなので、問題はないものと考える。	
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［13］　財団法人　しまね農業振興公社（３５）

　　DATA：県作成の『県出資等団体一覧表』のデータによる
　　　　基　本　財　産：228,700 千円
　　　　島根県出資比率：0.4%
　　概 要：　 ・農地保有合理化事業及びその他農業構造改善に資するための事業
　　　　　　　・青年農業者等の確保育成に関する事業
　　　　　　　・就農支援資金の貸付けに関する事業
　　　　　　　・畜産基地の建設等農業の生産基盤の整備に関する事業	

１　監査の概要
　10 年分（H10 ～ H19 年度）の決算書を検討し、決算書の科目残高推移表を作成した。
　決算書の科目残高推移表に基づいて、文書により照会をした。
　文書照会にもとづき、実地監査を実施した。

２　共通項目
２－１　借入金について
　（１）　承認手続きについて

　　　承認手続：
　　　・長期借入金については寄附行為に基づき、経営委員会及び理事会の議決を経た後、島　
　　　　根県知事の承認を得て理事長決裁で実行している
　　　・短期借入金については、支出規程の権限規程により専務理事の専決事項として、理事
　　　　会で承認された予算の限度額の範囲で借入れを実行している

　　　・短期借入金については、承認手続きに実質的には問題はないものの、規則の改正は必要
　　　　である。
　　　　３－１において詳述する。

　　　・長期借入金は全て実施事業の特定借入を県や島根県信用農業協同組合連合会等から行っ
　　　　ているのみであるため、具体的な承認手続きの検証までは実施しなかった。

　（２）　短期借入金の内容について
　　　借入内容については、問題が発見された。
　　　３－２において詳述する。

２－２　資産運用について
　（１）　資産運用方針・資産運用の決定手続・運用規程
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　　　資 産 運 用 方 針：寄附行為及び資産運用規程に基づき、
　　　　　　　　　　　　　基本財産は預金、地方公共団体への貸付け、又は国債、公債等の
　　　　　　　　　　　　　確実な有価証券の取得により行う
　　　　　　　　　　　　　運用財産は、元本の回収ができる可能性が高く、かつ、なるべく
　　　　　　　　　　　　　高い運用益が得られる方法で管理する
　　　資産運用の決定手続：資産運用規程に基づき行っている
　　　運 用 規 程：資産運用規程

　　　・資産運用方針・資産運用の決定手続・運用規程の整備状況に問題はないものと考える。

　（２）　運用資産の内容について
　　　定期預金、国債、県債、証券会社のMMF（マネー・マネージメント・ファンド）

　（３）　実地監査
　　　実地監査を行い、平成 19 年度の資産運用手続を検証した。
　　　当財団の資産運用手続は寄付行為第 7条（財産の管理）及び資産運用規程に基づいて実施
　　されており、決裁状況をサンプル検証した結果、特に問題は発見されなかった。

２－３　運用資産と借入金のバランス
　後述する県の意向による短期借入金の他は、財団の事業実施のための特定借入である。

３　外郭団体ごとの個別事項
３－１　短期借入れに関する規程の整備の必要性
　短期借入れについては、支出規程の権限規程により専務理事の専決事項としているとのことで
あった。借入の時点でいったん収入となりただちに支出とはならないものの、借入金の返済の際
には支出となることから、借入の時点で、支出規程の権限規程を用いるとのことである。
　しかし、会計処理規則第 43 条では、理事長決済となっている。
　確かに、収入規程ではなくより厳重な支出規程の権限規程により決裁しているということであ
るし、予め承認された予算の範囲内での借入れの実行なので、実質的には問題はないものの、短
期借入れについての規則の改定は必要であると考える。

３－２　短期借入金の年度末前後における借換えについて
　（１）　平成 15 年度から平成 19 年度の 5年間について、借入金のうち、期中に借入及び返済が行
　　われ、期末に借入残高がゼロとなっているものがあるか確認をしたところ、そのような短期
　　借入金が存在し、その額は、平成 20 年 3 月末日残高で 509,469 千円だった。
　　　年度初めに県から短期借入をし、年度末に県からの短期借入金額と同額を他の外部の団　
　　体から手形貸し付けを受けて調達し、その資金で県からの短期借入を返済し、次の年度初　
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　　めにまた県から短期借入をして、当該外部の団体に返済することを繰り返しているというこ
　　とである。

　（２）　農業振興公社にとっての県からの短期借入金は、県にとっては短期貸付金であり、短期貸
　　付を繰り返す処理は県の意向により行われているものである。
　　　短期貸付金を毎年繰り返す処理の問題点については、平成 17 年度包括外部監査の報告書
　　においても指摘がなされている（平成 17 年度包括外部監査報告書　Ｐ 74 ～ 75 参照）。
　　　すなわち、実質的に「長期貸付金」であるものが、短期貸付金を繰り返す処理をすること
　　によって「長期貸付金」として処理・表示されなくなってしまうという問題である。
　　　当該短期貸付金は「毎年」公社に貸し付けられ続けており、公社が県以外から当該貸付金
　　相当額を借り入れることが困難である以上、県は現実として当該貸付をやめられず、分譲土
　　地が売却できない限りは短期借入を繰り返すことになる。したがって事実上、県は当該貸付
　　金相当額を他の事業に使うことができない。とすれば、当該貸付金は実質的には「長期貸付
　　金」である。それにもかかわらず、短期貸付を繰り返すことでそれが財務諸表には現れない
　　ことになり、「長期貸付金」にカウントされないことになる。
　　　これは県の財政状況を見誤らせる可能性がある。
　　　また、短期借入を繰り返す処理をするために、年度末年度初めの数日間は公社が外部から
　　借入をする必要があることから、数日間分の余分な支払利息が発生している。また、年度末
　　年度初めの事務の繁忙期に、ただ借り換えをするためだけの事務手続きも発生している。

　（３）　農業振興公社の当該短期借入金（県にとっては短期貸付金）は、もともと県の事業として
　　行った農地造成のための資金の借入であったとのことである。規制により県が農地を持つこ
　　とができないことから、農業振興公社が農地造成事業を行うこととなったため、県からその
　　資金を借り入れたということである。
　　　このような経緯を踏まえ、県が公社に当該貸付金を長期に貸付けること自体を問題である
　　とは考えないが、短期貸付を繰り返すことによって、本来、県において「長期貸付金」とし
　　て表示されるべきものが「長期貸付金」として処理・表示されなくなっているという点は、
　　問題である。

３－３　造成土地の再評価について
　（１）　上記のように、農業振興公社には農地造成事業により造成した農地があり、それは『島根
　　県連結バランスシート』に含まれる。
　　　県民の将来負担を含めた財政状態を見誤らせることがないように、『島根県連結バランス
　　シート』における造成土地の価額は、現時点で適正な評価基準にもとづいて再評価した額で
　　表示されなければならないと考えられるが、平成 18 年度『島根県連結バランスシート（試案）』
　　を見たところ、造成土地の金額として、取得費用、管理費用の累計額が記載されていると思
　　われた。
　　　そこで、総務省の報告書にもとづいて、財政課に対して以下の照会をした。
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　　　『平成 18 年 5 月の新地方公会計制度研究会報告書の連結対象法人の資産の評価方法に「連
　　結に際しての資産及び負債の評価			274. 連結対象法人が、それぞれの会計基準に則って資産
　　及び負債を適正に評価した金額をもって連結を行うこととする。ただし、個別の連結対象法
　　人の資産及び負債の評価が、公正価値の考え方に照らして著しく乖離がある場合等、特段の
　　事情が認められる場合は、当該法人等の資産及び負債の再評価を行って連結を行う。」
　　　とあります。
　　　島根県の連結対象法人がそれぞれ保有する森林及び土地の帳簿価額は、実際の価額と相当
　　な乖離があると考えられますが、再評価することの必要性についてどのようにお考えです
　　か。』

　　　これに対して財政課からは、

　　　『再評価は必要と考えており、平成 20 年度決算から作成する総務省改訂モデルによる財務
　　４表作成に合わせて導入を検討する。』

　　との回答があった。

　（２）　平成 19 年度『島根県連結バランスシート（試案）』における記載
　　　上記回答のとおり、総務省改訂モデルによる作成は平成 20 年度決算からであるため、そ
　　の後、公表された平成 19 年度『島根県連結バランスシート（試案）』では、これまでと同じ
　　く取得費用、管理費用の累計額による評価がなされていた。
　　　造成土地については、現時点においても適正な評価基準にもとづいて再評価した額で表示
　　されなければならないと考えられるので、農業振興公社の造成農地についてもさらに検討を
　　深め、再評価を試みていただきたいと考える。
　　　ところで、『島根県連結バランスシート』の金額を正しく実態を示すものとするためには、
　　関係部局および外郭団体において再評価の必要性、目的、趣旨、評価の基準等につき、とも
　　に検討して、必要な情報を共有化することが不可欠であると考える。
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第４章　県、島根県企業局、島根県病院局
第１　県の借入金・偶発債務・債務負担行為
	 	
１　監査の概要
　　①　平成 20 年度版「島根の財政」の分析
　　②　平成 18 年度『島根県連結バランスシート（試案）』の分析
　　③　文書照会（財政課および人事課）
　　④　ヒアリング（財政課）
　　⑤　ヒアリングおよび実地監査（出納局）
　　⑥　平成 19 年度『島根県連結バランスシート（試案）』の確認
　
２　共通項目
２－１　借入金について
　（１）　県の借入金の概要
　　　県の借入金には
　　　　●会計年度内に借入と返済が行われる短期資金である一時借入金
　　　　● 5年程度から 30 年の長期の返済期間となる県債
　　がある。

平成 18 年度末の借入先別県債残高の状況（普通会計ベース）は以下のとおりである。
　	

平成 20 年度版「島根の財政」P46 より

H18 末県債
残高
10,372

（100.0％）

政府資金
5,520

（53.2％）

公庫資金　515（5.0％）

国の予算貸付等　82（0.8％）
共済・損保等　105（1.0％）

市場公募　174（1.7％）

銀行等引受資金
3,976

（38.3％）

単位：億円
（　）は構成比



63

　（２）　一時借入金の借入承認手続きと借入条件等決定手続きについて

　　　一時借入金の承認手続：地方自治法第 235 条の 3第 2項の規定により、毎年度 2月定例
　　　　　　　　　　　　　　県議会で一時借入金の最高額（1,000 億円）を議決する
　　　借入条件等決定手続：① 300 億円までの一時借入については、指定金融機関と当座借
　　　　　　　　　　　　　　越契約を締結しており自動的に借り入れることとしてる。利率
　　　　　　　　　　　　　　については、契約上、毎月第１営業日の２営業日前に全国銀行
　　　　　　　　　　　　　　協会が発表する日本円TIBOR（年 365 日ベース）の１ヶ月物
　　　　　　　　　　　　　　の利率（小数点第 4位以下切捨て）に 0.400％を加算した利率
　　　　　　　　　　　　　　としている。
　　　　　　　　　　　　　　② 300 億円を超え 1,000 億円までの一時借入については、入札
　　　　　　　　　　　　　　による手形借入としている。

　　　・一時借入金の借入承認手続きおよび借入条件等決定手続に、特に問題はない。

　（３）　実地監査（出納局）
　　　実地監査を行い、平成 19 年度の一時借入金の実行手続を検証した。
　　　一時借入金額は、上記当座借越契約金額の範囲内であり、自動的に借入が行われているも
　　のであった。
　　　当座貸越契約書（一部を変更する契約書を含む）及び金融機関から発行される資金日報、
　　島根県貸越金計算書等を検証した結果、特に問題は発見されなかった。

　　　なお、後述する基金の「繰替運用」がなされているため、近年では一時借入が行われるこ
　　とはあまりない。

　（４）　資金調達の多様化と公募債
　　①　県の収入としては、県税収入、地方交付税交付金、借入金（県債）、国からの補助金等
　　　がある。
　　　　このうち、県債による資金調達のうち民間資金については、縁故債だけであったものが、
　　　近年、新たに公募債による資金調達方法が導入された。
　　　　公募債導入について『島根の財政』は次のように述べている。

　　　　地方分権や財政投融資改革等の進展により公的資金の重点化・縮減が図られた結果、
　　　公的資金の割合が減少し、地方公共団体が自己責任により市場原理に基づいて金融機関

１　 ［ 地方自治法 ］
　　　 第２３５条の３　普通地方公共団体の長は、歳出予算内の支出をするため、一時借入金を借り入れることができ
　　　 る。
　　　２　前項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、予算でこれを定めなければならない。
　　　３　第一項の規定による一時借入金は、その会計年度の歳入をもって償還しなければならない。

1



64

　　　から資金調達を行っていくこととなりました。
　　　　中・長期にわたり安定的に民間資金を確保するためには調達手法の多様化が必要とな
　　　り、また、市場原理に基づいて資金調達を行うのであれば、市場に早期に参入し、定着
　　　することが求められます。
　　　　そこで、県では平成 18 年度に人口 100 万人以下の都道府県では最初に全国型市場公
　　　募地方債を発行しました。　
　　　　（「島根の財政」P48 より抜粋）

　　②　公募債による資金調達コスト
　　　　ところで、公募債による資金調達コスト（金利だけでなく、手数料なども含めたトータ
　　　ルのコスト）はどれくらいなのか。それは、縁故債による資金調達コストと比べて高いの
　　　か、低いのか。
　　　　この点に関して、公募債の発行利回りについて財政課に質問したところ、下記表の提示
　　　があった（財政課から提示された表から一部を抜粋して記載する）。

表３
　

結論：公募債の資金調達コストについては、縁故債等と比較しても特に問題はないと思われる。

発行額
（億円）

償還
期間
（年）

据置
期間
（年）

表面
利率
（％）

発行者
利回り
（％）

備　　　　考

市場公募債 100.0 5 5 1.220 1.288

引受手数料 100 円につき○銭（税抜き）
受託手数料 100 円につき○銭（税抜き）
元金償還手数料（元金金額の）○ /○
（税抜き）
利息支払手数料（元金金額の）○ /○
（税抜き）

個別

交渉

*** 3 0 1.090 1.090 手数料なし

〜 〜

*** 20 3 2.030 2.030 手数料なし

見積り
合　せ *** 7 3 1.452 1.452 手数料なし

縁故

*** 10 3 1.740 1.742 引受手数料 100 円につき○銭（税抜き）

〜 〜

*** 10 3 1.740 1.746
引受手数料 100 円につき○銭（税抜き）
受託手数料 100 円につき○銭（税抜き）

銀
行
等
引
受

２　島根県を含めて 7 県

2
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２－２　資金運用について
　（１）　資金運用方針・資金運用の決定手続・運用規定

　　　資金運用方針　：　毎年度「資金管理方針」を定め、管理している
　　　　　　　　　　　　　この方針の対象資金
　　　　　　　　　　　　　　●歳計現金（制度融資預託金を含む）
　　　　　　　　　　　　　　●歳入歳出外現金
　　　　　　　　　　　　　　●基金現金
　　　　　　　　　　　　　　●企業会計資金	 （資金管理方針第２）
　　　　　　　　　　　　具体的運用方法として、
　　　　　　　　　　　　　　●預金
　　　　　　　　　　　　　　●債券
　　　　　　　　　　　　　　　（但し、国債、地方債、政府保証債及び商工債券に限定）
　　　　　　　　　　　　基金現金についてはこの他に歳計現金への繰替運用（下記参照）
　　　　　　　　　　　　が認められている

　　　当該運用方針は、確実性を重視した方針であり、地方自治体の資金運用方針としては特に
　　問題のないものといえる。
　　　平成 20 年 9 月 30 日現在の基金運用の概略は以下のとおりである。
	 繰替運用	 81,064 百万円	（年 0.25％）
	 債券運用	 7,492 百万円	（年 0.6 ～ 2.0％）
	 定期預金	 758 百万円	（年 0.93 ～ 1.15％、繰替運用不可基金）
	 　 計	 89,314 百万円

　（２）　出資団体等の資金運用に対しての指導について
　　　ところで、上記、県本体の資金運用方針をもととして、出資団体等の資金運用に対しての
　　指導について照会したところ、人事課より

　　　『出資団体等の資金運用については、その資金の性格等を踏まえ、団体の判断により運用
　　されるべきものと考えている。～中略～　経営評価等を通じてこれらの点について指導して
　　いる。』

　　との回答があった。
　　　また、外郭団体において短期的に使う必要がなく運用に回している資金が、どの外郭団体
　　にはどの程度あるのか把握しているかを照会したところ、人事課より

　　　『経営評価において、各団体が保有する固定資産のうち、投資等へ向けられている額につ
　　いては把握しているが、現時点では「短期的に使う必要性」は把握していない。行政改革専
　　門小委員会でのこれまでの議論を踏まえ、資産の活用を図る観点から、団体財産の保有目的
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　　を今後点検する予定である。』

　　との回答があった。
　　　さらに、県全体として考えた際に、外郭団体にある資金を県本体が回収するなどして管理
　　し、資金をより有効に運用するという考え方があるのかを質問したところ、財政課より

　　　『現時点では考えていない。』

　　との回答があった。
　　　総論で述べたとおり、過去には外郭団体による県債の引受けがあり、県が外郭団体の資産
　　運用に積極的に関与したことがあった。また現在でも一部の外郭団体には県債を保有しても
　　らっている状況である。
　　　低金利が長期間続く中で外郭団体が資金運用に苦慮している事情があること、また、借入
　　という形で県が外郭団体の余裕資金を吸収して運用することが県にとって有利な場合もある
　　ことから、状況によっては、外郭団体に対して県としての考え方を示して積極的に県債引き
　　受けを求めることがあってもいいのではないだろうか。
　　　ただし、個々の外郭団体で運用した方がよいのか、資金を県に集中させた方がよいのか、
　　は都度都度で異なるのだから、今、どの方法がよいのかを絶えず吟味しながら行っていかな
　　くてはならないのはもちろんである。
　　　さらに、外郭団体の県債引受は、適正金利の設定を前提に、透明な手続きの中で行われる
　　べきである。そうでなければ、利払いが隠れた補助金ではないかとの疑問が生じる可能性が
　　ある。
　　　また、外郭団体は独立な存在であり、県以外の利害関係者もあることから、県債引受につ
　　いては、県と外郭団体との間の緊張関係と信頼関係の中で、県と外郭団体の双方が納得する
　　形で行なう必要があるだろう。

２－３　資金運用と一時借入金のバランス
　県の主たる収入は地方交付税交付金であるが、地方交付税は年４回に分けて交付されるので、
次の交付までの期間に一時的に資金不足が生じることがある。
　以前はこの資金不足に対し、金融機関から一時借入をしていたが、近年は「基金の繰替運用」
により対応するようになった。
　「基金の繰替運用」は、県が基金として積立てている資金を、条例によって一定の要件を定め
た上で、短期的に一般会計等に繰替えて利用する制度である。
　繰替の際には外部金融機関からの借入の場合の「利息」にあたる「繰替運用利率」も設定され、
一般会計から基金会計に対して利息相当額の資金の移動がなされる。「繰替運用利率」は、金融
機関の大口定期（３ヶ月）を基準としている。
　つまり、「基金の繰替運用」は、コスト負担をして外部から資金調達するのではなく、内部の
資金を有効に利用する方法だといえる。
　平成 20 年 5 月 31 日現在の繰替運用額は約 807 億円である。
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　このように資金不足の際に外部からの短期借入ではなく繰替運用を行うことにより、県の外部
への支払利息が相当額、少なくてすむ。
　なお、繰替運用ができるようになったことにより、近年は極めて例外的な場合を除き、短期借
入は行われていない。

３　『島根県連結バランスシート（試案）』について
３－１　『島根県連結バランスシート（試案）』における債務負担行為の表示について
　（１）　県は毎年『バランスシート』及び『島根県連結バランスシート（試案）』を公表している。
　　　『バランスシート』及び『島根県連結バランスシート（試案）』では、債務負担行為に係る
　　損失補償等が欄外に注記されている。
　　　注記内容は
　　　　●物件の購入等に係るもの
　　　　●債務保証及び損失補償に係るもの
　　　　●利子補給等に係るもの
　　である。
　　　さらに『島根県連結バランスシート（試案）』では、債務負担行為明細書が添付され、各
　　外郭団体等ごとの明細が分かるようになっている。
　　　今回の監査では外郭団体の借入金をテーマとしていることから、併せて『島根県連結バラ
　　ンスシート（試案）』に記載されている債務保証及び損失補償に係るものの金額の正確性に
　　ついて着目した。

　（２）　そこで、文書照会を行った外郭団体について、県の債務保証及び損失補償の有無及びその
　　金額について質問し、必要に応じて『島根県連結バランスシート（試案）』との金額との照
　　合を行った。
　　　その結果、平成 18 年度（平成 19 年 3 月 31 日現在）の『島根県連結バランスシート（試案）』
　　（後掲　資料　Ｐ 91）の注記において以下の点に問題があった。
　①　債務保証及び損失補償の記載漏れ
　　　島根県信用保証協会及び（財）島根県建設技術センターに対する損失補償額が漏れていた
　　（金額は表４を参照）。
　　　原因は単純な記載漏れのようであり、当指摘の後、平成 19 年度『島根県連結バランスシー
　　ト（試案）』（後掲　資料　Ｐ 97）では記載されることになり、記載されている。
　　　債務保証及び損失補償は将来の負担が必ずしも発生するものではないが、将来の負担発生
　　の可能性はあるのだから、どの程度の金額があるかは、県の財政状態を判断する上で重要な
　　項目である。
　　　また、後述②の財政課の回答にあるとおり、財政健全化法に基づく指標算定に使用される
　　項目でもある。
　　　したがって、このような記載漏れが無いよう、『島根県連結バランスシート（試案）』作成
　　の体制を整える必要がある。
　　　（財）島根県建設技術センターは『島根県連結バランスシート（試案）』作成における連結
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　　対象団体なのだから、例えば、『島根県連結バランスシート（試案）』作成の際の各外郭団体か
　　らの報告書に、債務保証や損失補償にかかる必要事項を記載させ、相互にチェックできる体制
　　にすることが望ましいものと考える。
　②　債務保証及び損失補償の記載金額についての考え方の違い
　　　注記の金額は、契約時当初の設定額の合計が記載されていた。
　　　しかし、一般的には貸借対照表日現在の借入金等、債務保証または損失補償の対象残高を
　　記載すべきものと考える。　
　　　そこで財政課に対し、

　　　『一般的には貸借対照表日現在の借入金等対象残高を記載すべきものだと考えます。「当初
　　設定額」が記載されている理由をお示しください。なお、総務省「地方公共団体の連結バラ
　　ンスシート（試案）について」に記載されている債務負担行為設定額は上記のように貸借対
　　照表日現在の残高を示しているものと理解しております。』

　　との照会をした。
　　　財政課の回答は

　　　『従来、債務保証または損失補償に係る今後支出予定額が未確定であることから、債務負
　　担行為設定額欄には「当初設定額」を記載していた。しかし、財政健全化法に基づく指標算
　　定において、損失補償等の残高をベースに将来負担額を算定したことなどから、整合を図る
　　ため、平成 19 年度決算に基づくバランスシートから計上方法を損失補償残高ベースに改め
　　る。』

　　というものであった。
　　　上記財政課の回答の「当初設定額」の記載では、ある時点を捉えたバランスシートの数字
　　としては、あまり意味のあるものとはいえない。
　　　今回の指摘も踏まえ、上記回答のとおり平成 19 年度『島根県連結バランスシート（試案）』
　　では借入金等対象残高で記載されることになり、記載されている。
　　　今後は、借入金等対象残高が記載されるように、上記①同様、外郭団体からの報告書に借
　　入金等対象残高を記載させ、相互にチェックできる体制にすることが望ましいものと考える。
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表４　債務負担行為明細書（債務保証又は損失補償に係るもの）

３－２　土地および森林（立木）の再評価について
　（１）　有形固定資産中の県の事業による土地・森林（立木）
　　　『島根県連結バランスシート（試案）』における有形固定資産中の土地および森林（立木）
　　には、県が事業として取得・造成（森林の場合は育成）したものが含まれている。
　　　これらの土地や森林（立木）は、県や外郭団体が売却して売却益を得ることを前提に事業
　　費を負担して取得し、造成・育成したものである。

平成 18 年度 平成 19 年度 増　　減

（1）

連
結
対
象
法
人
に
係
る
も
の

地
方
三
公
社

島 根 県 土 地 開 発 公 社 10,637,000 10,089 ,099 △ 547,901

島 根 県 住 宅 供 給 公 社

（合　　計） 10,637,000 10,089 ,099 △ 547,901

　
第
　
三
　
セ
　
ク
　
タ
　
ー

民
　
法
　
法
　
人

（ 社 ） 島 根 県 林 業 公 社 28,771,038 23,771 ,491 △ 4,999,547

（財）しまね農業振興公社 2,857,982 158,284 △ 2,699,698

（財）しまね産業振興財団 2,014,144 2,014 ,144

（財）島根県建設技術センター 94,000 94,000

（小　計） 31,629,020 26,037 ,919 △ 5,591,101

（合　　計） 31,629,020 26,037 ,919 △ 5,591,101

（1）の合計 42,266,020 36,127 ,018 △ 6,139,002

（2）

そ
の
他
の
出
資
法
人
に
係
る
も
の

第
　
三
　
セ
　
ク
　
タ
　
ー

民
法
法
人

（財）島根県環境管理センター 6,390,184 4,984 ,029 △ 1,406,155

（小　計） 6,390,184 4,984 ,029 △ 1,406,155

特
別
法
法
人

島根県農業信用基金協会 395,807 121,090 △ 274,717

島 根 県 漁業信用基金協会 188,350 66,365 △ 121,985

島 根 県 信 用 保 証 協 会 16,740,578 16,740 ,578

（小　計） 584,157 16,928 ,033 16,343 ,876

（合　　計） 6,974,341 21,912 ,062 14,937 ,721

（2）の合計 6,974,341 21,912 ,062 14,937 ,721

（3） 出 資 法 人 以 外 に 係 る も の

合計　（1）＋（2）＋（3） 49,240,361 58,039 ,080 8,798 ,719

（単位：千円）
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　　　これらを持っているのは、
　　土地について
　　　　●島根県企業局
　　　　●島根県土木部
　　　　●（財）しまね農業振興公社（外郭団体）
　　　　●島根県土地開発公社（外郭団体）
　　　　●島根県住宅供給公社（外郭団体）
　　森林（立木）について
　　　　●（社）島根県林業公社（外郭団体）
　　である。
　　　これらの事業の事業費は多額の借入金（または外郭団体が県から借入する、もしくは外郭
　　団体の借入を県が保証または損失補償する）でまかなわれており、造成地や森林（立木）が
　　当初予定した価格で売却できなければ、売却代金で借入金を返済することができないことか
　　ら、その差額分は将来の県民負担になるといってよい。
　　　したがって、それらの土地や森林（立木）を売却したらいくらになるのか（売却できるか
　　どうかも問題となる場合もある）が重要になる。
　　　そして『島根県連結バランスシート』におけるそれらの土地や森林（立木）の価額は、現
　　時点で適正な評価基準にもとづいて再評価した額で表示されなければならないと考える。
　　　仮に、それらの土地や森林（立木）の価額が、現在売却できる価格はいくらかという観点
　　から評価した評価額と大きく異なる場合、特に、『島根県連結バランスシート』の価額の方
　　が高い場合には、県民の将来負担を含めた財政状態を見誤らせる可能性がある。
　　　有形固定資産の評価額は資産項目に関する事柄であって、今回のテーマである、負債項目
　　に関する事柄ではないが、負債である借入金で行われた事業にかかるものとして県民の将来
　　負担となるものであることから、負債項目にあわせて今回、確認することとした。

　（２）　再評価の状況
　　　上記視点で平成 18 年度『島根県連結バランスシート（試案）』を見たところ、有形固定資
　　産の金額としては、取得原価（土地造成事業については取得費用、造成費用を積算したもの、
　　林業公社の分収林事業については育林費用の総額）が記載されていると思われた。
　　　そこで、総務省の報告書を基に、財政課に対して以下の照会をした。

　　　『平成 18 年 5 月の新地方公会計制度研究会報告書の連結対象法人の資産の評価方法に「連
　　結に際しての資産及び負債の評価　274. 連結対象法人が、それぞれの会計基準に則って資産
　　及び負債を適正に評価した金額をもって連結を行うこととする。ただし、個別の連結対象法
　　人の資産及び負債の評価が、公正価値の考え方に照らして著しく乖離がある場合等、特段の
　　事情が認められる場合は、当該法人等の資産及び負債の再評価を行って連結を行う。」

３　分収林事業にいう、分収林制度とは、①森林の土地所有者（概ね４０％）②植栽・保育および管理を行う市  
　町村［造林者］（概ね５％）③森林造成に必要な費用を負担する林業公社［費用負担者］（概ね５５％）の三者が、
　共同で森林の造成を行う契約を結び、伐採時に得られる収益を一定の割合で分け合う制度

3
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　　とあります。
　　　島根県の連結対象法人がそれぞれ保有する森林及び土地の帳簿価額は、実際の価額と相当
　　な乖離があると考えられますが、再評価することの必要性についてどのようにお考えです　
　　か。』

　　　これに対して財政課からは、

　　　『再評価は必要と考えており、平成 20 年度決算から作成する総務省改訂モデルによる財務
　　４表作成に合わせて導入を検討する。』

　　との回答があった。さらに、ヒアリングの際に、財政健全化法に基づく将来負担比率の算定
　　のため、各団体等からの資料をもとに現在再評価の作業中であるとのコメントがあった。

　（３）　平成 19 年度『島根県連結バランスシート（試案）』における状況について
　　　上記のように再評価を進めていこうとする県の姿勢は財政情報を正確なものとしていくも
　　のとして評価できる。
　　　ところで、その後、公表された平成 19 年度『島根県連結バランスシート（試案）』の別表
　　３「島根県林業公社の分収林事業について」中では、森林を「標準伐採年齢以上の森林」と
　　「標準伐採年齢未満の森林」に分けており、そのうち、「標準伐採年齢以上の森林」について
　　は再評価がなされ、市場価値によって評価額が算出された。
　　　ただし、これまでの育林費用総額の 8割以上を投下している「標準伐採年齢未満」の森林
　　は、育林費用総額つまり取得原価による評価がなされていた。
　　　まだ市場に出せないとされている「標準伐採年齢未満の森林」の評価額の算定は難しいと
　　は思われるが、「標準伐採年齢以上の森林」の市場価格が育林費用総額に比して 80％以上下
　　落していることを考えると、「標準伐採年齢未満の森林」についても、「県民の将来負担を明
　　らかにするための資産評価」という観点からさらに検討を深め、再評価を試みていただきた
　　い。
　　　分譲土地については、『島根県連結バランスシート（試案）』別表 2に、分譲（販売）価格
　　の単価と未分譲地（未売却）の単価が記載され、分譲価格とこれまでの事業費（コスト）比
　　較などの状況を試算するとされているが、現在売却できる価格はいくらかという観点からの
　　評価額が記載されているわけではない。
　　　総務省改訂モデルによる作成は平成 20 年度決算からであるし、現在、再評価の作業の途
　　中であることから、このような記載となっていると思われる。
　　　今後、現在売却できる価格はいくらかという観点からの再評価の作業を進めていただきた
　　いと考える。
　　　ところで、以上の再評価の作業結果は、『島根県連結バランスシート（試案）』の別表によっ
　　て表示されている。
　　　『島根県連結バランスシート（試案）』そのものでは、分譲土地については「主として管理
　　費を含めたこれまでの総費用」を合算したものが計上され、森林については「これまでの森
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　　林整備投資額」が計上されており、現在売却できる価格はいくらかという観点からの評価額
　　が記載されているわけではない。
　　　今後、『島根県連結バランスシート』そのものについても、「県民の将来負担を明らかにす
　　るための資産評価」という観点から、現在売却できる価格はいくらかという再評価額を反映
　　するよう検討を深めていただきたい。
　　　さらに『島根県連結バランスシート』に、分譲予定の土地や売却予定の森林とそうでない
　　ものを分けて表示されるような工夫をしていただきたい。

　　　なお、平成 19 年度の『島根県連結バランスシート（試案）』（平成 20 年 3 月 31 日現在）　
　　の資産の部の有形固定資産の部分は以下のとおりである。

　　　有形固定資産の再評価は、正しく実態を示す『島根県連結バランスシート』を作成するた
　　めに極めて重大なことである。
　　　そして、正しく実態を示す『島根県連結バランスシート』は、財政課のみでは作成するこ
　　とはできない。関係部局および外郭団体において再評価の必要性、目的、趣旨、評価の基準
　　等につき、ともに検討して、必要な情報を共有化していただきたい。

［資産の部］

１.　有 形 固 定 資 産

（1）地方公共団体

① 普 通 会 計 2,490,430 ,325

② 公 営 事 業 会 計 181,194,214

地方公共団体計 2,671,624 ,539

（2）関　係　団　体

① 一部事務組合・広域連合 7,911,257

② 地 方 独 立 行 政 法 人 15,033,152

③ 地 方 三 公 社 23,714

④ 第 三 セ ク タ ー 80,539,330

関 係 団 体 計 103,507,453

有形固定資産合計 2,775,131 ,992

（単位：千円）
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第２　島根県企業局
１　会計間の一時借入について
　（１）　企業局は、
　　　　●電気事業
　　　　●工業用水道事業
　　　　●水道事業
　　　　●宅地造成事業
	 	
　　の各事業を行っており、それぞれ独立した会計となっている。
　　　そして、一般会計における「繰替運用」と同様、独立した会計間で内部借入が実施されて
　　いる。

　（２）　会計間の一時借入の手続き
　①　短期借入
　　　年度中途における収支時期のずれにより生じる一時的な資金不足を補うために、企業局内
　　部で会計間で短期の一時借入が実施されている。
　　　一時借入に際しては、資金予定表により、各管理者間において「会計間短期融資要領」を
　　定め運用しているとのことである。
　　　特に問題はないものと考える。
　　　具体的な承認手続きの検証までは実施しなかった。
　②　長期借入
　　　企業局内部の会計間の長期貸付の場合は、その都度各会計管理者名において契約書を締結
　　しているとのことである。
　　　特に問題はないものと考える。
　　　具体的な承認手続きの検証までは実施しなかった。

　（３）　会計間の一時借入の際の内部金利について
　　　会計間での一時借入の際には内部金利を付している。
　　　利率は、市中銀行金利を参考に、前年度４会計資金運用（大口定期預金）実績の平均利率
　　を適用しているとのことである。
　　　会計間の長期貸付金については、契約によって大口定期預金の利率又は企業債を発行した
　　場合の利率を採用しているとのことである。
　　　特に問題はないものと考える。

２　退職給付引当金の計上について
　水道事業会計及び工業用水道事業会計においては、「地方公営企業法及び同法施行に関する命
令の実施についての依命通達」よる算定方式に従って計上がされているとのことである。また電
気事業会計については、実績及び合理的な将来予測値を基に電力会社と合意した金額を基準とし
て計上がされているとのことである。
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　特に問題はないものと考える。

３　宅地造成事業会計における現預金は今後の事業資金であることについて
　宅地造成事業会計において、一般会計からの借入金があるにも関わらず、期末（平成 20 年 3
月 31 日現在）に、317,503 千円の現金・預金残高があった。
　これだけの残高があれば、県の一般会計からの借入れをそれだけ減らせると思われるのに、平
成 19 年度においても県の一般会計からの借入れが維持されていた。
　そこで宅地造成事業会計に３億円余の現金・預金残高がある理由とその利用状況を確認したと
ころ、現預金残高については、過去に完了した事業の利益を留保しているものであり、今後、江
津地域拠点工業団地の未造成地の造成・分譲資金として確保しているとのことであった。
　その理由からすると、ただちに問題があるとは考えない。
　ただし、３億円は比較的大きな金額なので、江津地域拠点工業団地の未造成地の造成・分譲の
時期が先に延びるならば、その間に県が外部に払う利払いと運用益の差を考えると、一旦県の一
般会計に返済して必要になった時に改めて借りる方が、県トータルとしては有利となる可能性は
ある。検討はしていただきたい。
　場合に応じて、県トータルで最も有利になるよう、たえず工夫していただきたいということで
ある。
　なお、企業局の回答によれば、一般会計からの借入金は江島工業団地及び江津地域拠点工業団
地の未売却部分について、一般会計からの借入金で企業債を償還したものであり、売却時に償還
するとのことである。
	 　
４　「借入資本金」の処理・表示について
４－１　平成 16年度包括外部監査報告書の指摘とその後の企業局での会計処理
　（１）　企業局の「借入資本金」について、平成 16 年度包括外部監査報告書は、次のように指摘
　　をしている。
　
　　　２「借入資本金」
　　　　（１）一般会計からの「貸付金」（企業局にとっては借入金）はすべて、「貸借対照表」
　　　の「資本の部」の「借入資本金」の内の「他会計借入金」に計上されている。そして、
　　　その一般会計からの「貸付金」（借入金）の大部分は、企業債の元利償還金等いわゆる
　　　資金繰りの都合で一般会計から借り入れたものである。
　　　　しかし、「借入資本金」は「資本金」と同じく事業活動の基礎となる設備等の建設ま
　　　たは改良を目的として借り入れた「貸付金」のみであるので、資金繰りのための「貸付
　　　金」を「借入資本金」に計上すべきではない。　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　資金繰りのための「貸付金」は、「負債の部」「固定負債（または流動負債）」の「他
　　　会計借入金」勘定に計上すべきである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　（２）この会計処理が企業局の事業実態を見誤らせる可能性があることについて　　
　　　①　設備投資のためにした借入は本来、事業収入で返済すべきものである。だから、こ
　　　　れができずに、返済の為の新たな借入をするということは、その企業の財務状況が悪
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　　　化していることを意味する。一般企業ではこのような返済の為の新たな借入をした場合
　　　には、その借入は、固定負債（または流動負債）に計上される。そうすることによって、
　　　貸借対照表上にも財務状況が正しく現れるようになっている。　　　　　　　　　　　
　　　　企業局が一般会計「貸付金」を、負債ではなく資本に計上する会計処理をしているのは、
　　　一般会計「貸付金」は企業債が置き換わったもので、企業債と同じ性質のものであると
　　　の考え方によるものと思われる。
　　　　しかし、企業局における、企業債の元利償還等のための「貸付金」は、一般企業でい
　　　う返済のための新たな借入と同じである。
　　　②　現在の企業局における会計処理のように、それが、「資本の部」の「借入資本金」
　　　　に計上されることによって、「資本の部」の計上金額が大きく、「負債の部」が小さく
　　　　なり、一見すると財務状況を見誤らせることにもなりかねない。
　　　　（平成 16 年度　包括外部監査報告書　Ｐ 136）

　（２）　そこで、当該平成 16 年度包括外部監査報告書における指摘事項に対して、その後企業局
　　がどのように対応したかを確認したところ、現在も、一般会計からの「貸付金」（企業局の
　　借入金）は、企業債の元利償還のためになした借入金をも含めて、「資本の部」の「借入資
　　本金」に計上する会計処理を行っているとの趣旨の回答があった。

４－２　「借入資本金」についてどう考えるか
　（１）　厳密に要件を充たさない以上、借入金は、負債として処理・表示すべきであることについ
　　て
　①　通常一般企業において借入金が資本の部に計上されることは会計上あり得ない。
　　　一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行からは、それは極めて例外的な会計処理であ
　　り、地方公営企業においてのみ見られる特別な考え方である。
　　　そして、「借入資本金」の資本の部への計上が極めて例外的な扱いであるならば、企業会
　　計を採用している企業局においては、「事業活動の基礎となる設備等の建設または改良を目
　　的として借り入れたもの」という要件を厳密に充たさない限り、その借入金を「借入資本金」
　　として取り扱うべきではない。
　②　企業債の元利償還のためになした借入金は借入資本金の要件を充たさないことについて
　　　そして、企業債の元利償還のためになした借入金は、すでに「事業活動の基礎となる設備
　　等の建設または改良を目的として借り入れたもの」とはいえなくなっている。
　　　したがって、企業債の元利償還のためになした借入金は、「資本の部」の「借入資本金」
　　に計上すべきではなく、負債として処理・表示すべきである。

　（２）　現在の処理が経営実態を見誤らせることについて
　①　現在も企業局が行っているように、借入金を「資本の部」の「借入資本金」に計上してい
　　ると、「資本の部」の計上金額が大きく、「負債の部」が小さくなり、貸借対照表を一見した
　　際に、財務状況を見誤らせることにもなりかねない。
　　　決算書等の会計情報については、一般に公正妥当と認められている会計処理の慣行に基づ
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　　いて作成され、実態を反映したものでなければならない。しかも、財務諸表を一見したとき
　　に誰もが正しくその内容を把握できるように作成されるべきである。
　　　財務状況を見誤らせる可能性のある表示は避けるべきである。
　②　なお、平成 16 年度、平成 17 年度の会計定期監査（監査委員監査）も、以下のように、同
　　旨の指摘をしている。

　　　企業局の会計処理「借入資本金」について
　　　　企業会計における決算の財務諸表は事業年度内の経営成績と財政状態が適正に表示さ
　　　れる必要がある。
　　　　よって、下記の会計処理等について検討されたい。

　　　　「借入資本金」は、建設又は改良を目的とした企業債、長期借入金のみ計上すること
　　　とされているが、償還のための長期借入金が当該勘定科目に計上されている。

　③　また、企業局内でも、水道事業会計においては、料金平準化措置（高料金収入を後年度に
　　繰り延べている）に伴う収入補填資金として借り入れた長期借入金については、営業資金の
　　不足を補うための再建債（赤字債）に類する性格を有するので、「負債の部」の「固定負債」
　　に計上するという会計処理が行われているとのことであった。

４－３　結論
　（１）　上記より、今回の包括外部監査においても、企業債の元利償還のための借入金は、負債の
　　部の他会計借入金勘定に計上すべきであるとの指摘（平成 16 年度の包括外部監査報告書と
　　同旨）をすることになる。

　（２）　監査の過程で、上記のように企業債の元利償還のための借入金は、負債の部の他会計借入
　　金勘定に計上すべきであるとの指摘を企業局に伝えたところ、企業局から、この点について
　　は地方公営企業法所管庁と協議をするとの回答がなされた。

４－４　「借入資本金」についての総務省「地方公営企業会計制度研究会報告書」（平成 17年 3月）
　　　の見解
　（１）　「借入資本金」創設の背景と理由
　　　ところで、総務省「地方公営企業会計制度研究会報告書」（平成 17 年 3 月）は「借入資本
　　金」創設の背景と理由を次のように述べる。

　　　（借入資本金が創設された背景・理由）
　　　　地方公営企業は株式発行により資本調達を行わないという特色を踏まえるとともに、
　　　住民生活に身近な社会資本を整備し、必要なサービスを提供することにより公共の福祉
　　　を増進するという目的に鑑み、建設又は改良の対象となった資本的整備、構築物等の固
　　　定資産（事業用資産）は、これを永久に維持していく必要がある現物資本と言えること
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　　　から、その実態を表すため、建設又は改良に充てられた企業債及び他会計からの長期借
　　　入金を、実質的に民間企業の株式資本金に相当する機能を担っているものとして借入資
　　　本金と整理されたものと考えられる。

（２）　「借入資本金」の取扱いについての「報告書」の見解　
　　　そして同報告書はさらに、「借入資本金の取扱い」に関し、次のように述べる。

　　　　建設又は改良等に充てられた企業債及び他会計長期借入金は、引き続き、民間企業の
　　　株式資本金（払込資本金）に相当する機能を有しているが、一方で、現実には債務とし
　　　て償還する義務があること、当該企業債及び他会計長期借入金に係る利子の支払いを
　　　行っていること等を鑑みれば
　　　ア、負債としての地方債と実態的には変わらない取扱いになっていること、
　　　イ、住民に対する説明責任を果たす必要があること、
　　　　から、貸借対照表上の計上科目については「負債」として整理することが適当である。

　　　＜基本的な方針＞
　　　①借入資本金の負債への計上を義務付ける。
　　　②負債計上した借入資本金に相当するもの（建設又は改良等に充てられた企業債及び他
　　　　会計長期借入金）については、他の借入金と区別して計上することが適当である。

　（３）　すなわち、「報告書」は、
　　　　●「借入資本金」は負債である他の地方債とその性質が変わらない
　　と解した上で
　　　　●貸借対照表上の計上科目についても負債として扱うべきである。
　　とするのである。
　　　当該総務省「地方公営企業会計制度研究会報告書」（平成 17 年 3 月）は、「借入資本金」
　　として処理・表示されているものは、企業債の元利償還のためになした借入金のみならず、
　　すべてを負債の部の科目として処理・表示すべきであるとの考え方であると思われる。	
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第３　島根県病院局
１　県立病院の地方公営企業法の全部適用について
　病院事業については、地方公営企業法の一部（財務事務）のみの適用であったが、平成 19 年
４月から全部を適用することとし、知事部局から独立した病院事業管理者を置き、病院局を設置
したところである。
　全部適用により、病院事業管理者のもとで意思決定が迅速にできるようになり、医療従事者の
確保に向けて、職員定数の増加、医師手当等の増額、看護職員の採用試験の改善など、当面の課
題に機敏に対応してきている（地方公営企業法の全部適用について（島根県監査委員　平成 19
年度島根県公営企業会計　決算審査意見書から引用））。

２　退職給付引当金の計上基準について
（１）　監査委員による平成 19 年度決算審査意見書には、病院局の決算書における退職給付引当
　　金の計上基準が明確ではないとの指摘がなされている。
　　　指摘内容は以下のとおりである。

　　　　平成 19 年度決算において、中央病院では退職給与引当金 1,400 万円、修繕引当金 3,000
　　　万円、こころの医療センターでは退職給与引当金 3,800 万円が計上されているが、いず
　　　れも算定基準が明確ではない。算定基準が明確でなければ、恣意的な損益調整とみなさ
　　　れるおそれがあり、会計上最も注意すべきことである。
　　　　ついては、総務省の「地方公営企業会計制度委員会」報告（平成 17 年 3 月）や他県
　　　の事例を参考に、引当金についての明確な算定基準を設定されたい。

　　　上記指摘に関連して、包括外部監査人としても、病院局に対し退職給付引当金の計上基準
　　につき照会したところ、明確な計上基準はないようであった。

（２）　明確な計上基準を定めて退職給付引当金を適正に計上すべきことについて
　　　退職給付引当金が適正に計上されていないということは、「退職給付の支払い」という会
　　計上の「将来リスク」が把握されていないということであり、病院局の財政状態を見誤らせ
　　ることになる。したがって会計上重大な問題であることは監査委員の指摘のとおりである。
　　早急に明確な計上基準を定め、適正に計上する必要がある。

（３）　適正な引当基準について
　①　上記監査委員の指摘にある、地方公営企業会計制度研究会＜報告書＞（平成 17 年 3 月総
　　務省）によれば、退職給付引当金の計上について、現行制度及びその問題点として以下の点
　　が挙げられている（一部を抜粋）。
　　　
　　　７　退職給付引当金の計上について
　　　（１）　現行制度及び問題点
　　　　①　現行制度
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　　　　　　行政実例及び質疑応答により、以下のとおりの取扱いとしている。
　　　　　ア、退職給与引当金は、原則的には累積欠損金の有無及び単年度の損益に関係なく、
　　　　　　毎年度一定基準により引当を行うべきである（質疑応答）。
　　　　　イ、引当金の計上によっては不良債務が発生又は増加することが予想される場合に　
　　　　　　あっては、引当を行わないのが適当である。（行政実例）
　　　＜参考＞理由
　　　　　「引当金を計上し、それに見合う現金を外部に流出してはならない特定資金として
　　　　留保することになれば、資金の有効活用が図られないばかりでなく、逆に実質的に不
　　　　良債務の発生又は増加という結果になる場合があること」から。（質疑応答）
　　　　②　現行制度における問題点
　　　　　　現行制度の問題点は、以下のとおりである。
　　　　　ア、行政実例・質疑応答で一定の考え方は示されているが、法令に明確な定めがな
　　　　　　いため、実情は、各公営企業の判断により行われている。
　　　　～以下省略～

　　　このように、現行制度においては法令に明確な定めがないため、各公営企業の判断により
　　引当が行われている実情を許容しているかのような面がある。しかし、当項目の最後に基本
　　的な方針として「退職給付引当金を計上することが適当とするが、今後、さらに地方公共団
　　体の実態を踏まえ、そのあり方について検討する。」とある通り、今後は、計上が義務化の
　　方向であると思われる。

　②　適正な引当基準
　　　『現在、県において退職給付引当金が計算されていますが、当該基準等によって病院局の
　　退職給付引当額を試算しておられますか。試算しておられれば、その金額と算定方法をお示
　　しください。』

　　と照会したところ、以下の回答があった。

　　　『病院局在職者を対象にして、「地方公共団体財政健全化法に基づく健全化判断比率」にお
　　ける一般会計等負担見込額の算出方法に基づいて退職手当の将来負担額を試算しております
　　が、引当金計上は行っておりません。
　　　試算額：4,691 百万円（病院局職員 817 人分）
　　・平成 20 年 3 月 31 日在職者のうち同日退職した者を除いた職員のデータを使用して計算
　　・平成 20 年 3 月 31 日の勤続期間、給料の月額、任用級による
　　・勤続期間は島根県採用の日から起算し、通算する前歴は含まない
　　　（医師については、国や他の地方公共団体との人事交流があり、勤務経歴を相互に通算す
　　る場合がありますが、その前歴は含まないデータにより計算しています。）
　　・全職員が平成 20 年 3 月 31 日に「自己都合」により退職したものとした支給率』
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　　　上記試算は後年度負担経費についての参考とするために、一般会計と同じ算式を使用して
　　試算したとのことであるが、上記試算に用いられている基準は、明確な退職給付引当金の計
　　上基準の一つであり、県の一般会計の計上方法とも同じである。
　　　したがって、病院局としてこの計上方法を会計基準として採用し、退職給付引当金を計上
　　すべきものと考える。

　（４）　『島根県連結バランスシート』において病院局の退職給付引当金が含まれていないことに
　　ついて
　　　平成 19 年度『島根県連結バランスシート（試案）』（平成 20 年 3 月 31 日現在）の病院局
　　の計上額は病院局の決算書類金額のままである。
　　　すなわち、平成 19 年度『島根県連結バランスシート（試案）』には、病院局において試算
　　している退職給付引当額 4,691 百万円が含まれていない。
　　　したがって、平成 19 年度『島根県連結バランスシート（試案）』を見るにあたっては、上
　　記試算額を考慮に入れる必要がある。

　（５）　職員の異動における退職給付費用の負担について
　　　病院局に所属する知事部局等の勤務履歴のある職員の退職給付費用の負担については、病
　　院局で退職した職員の勤務履歴に一般会計から給与を支払われていた期間等があった場合、
　　退職手当支給額を勤務期間で按分した額を一般会計が負担するということであった。
　　　一方、一般会計で退職した職員の勤務履歴に病院局から給与を支払われていた期間等が
　　あった場合には、病院局は負担していないということであった。
　　　上記の処理は、病院局において出来るだけ費用負担・事務負担が生じないようにとの配慮
　　のもとに行われているものと考えられるが、会計処理としては適正な期間損益計算が行われ
　　ないことになるため、問題が残る処理であると考える。
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第５章　監査を終えて
１　外郭団体において運用資産と負債のバランスをとった管理がなされているか
　（１）　第３章で指摘したように、外郭団体において、一方で運用資産を持ちながら、外部から借
　　入をしているケースが散見された。
　　　その中には、運用資産を借入金の返済にあてれば利息の支払いを減らすことができ、結果
　　として資金の流出額を減らすことができるのではないか、と思われるものがあった。
　　　資産運用で収益を得ても、借入利息をそれ以上支払っていたのでは通常は「損」である。
　　それなら、資産運用をしないで借入金を返してしまったほうが通常は「得」である。
　　　県や外郭団体の借入は元本が大きいから、利息も大きいだろうと抽象的には思っていたが、
　　実際に外郭団体の決算書で利払いの金額を見てその額の大きさを実感した。しかも、これが
　　単年度ではなく、数年以上累計されていくと相当額のボリュームになる。
　　　現在の低金利の状況下でもそうであるから、金利が高ければその額はもっと大きくなる。
　　　資産運用をしながら一方で借入をしていることで仮に「損」をしているのだとすれば、そ
　　の額も大きい。
　　　現在保有している資産を運用して収益を得るのか、それとも借入を返済して利払いを減ら
　　すのか。どちらが有利かは、そのときどきの金利等の条件によって変わってくる。
　　　どのようなバランスで運用資産と負債を管理するかは、運用収益と借入の利払いの両方、
　　さらにはその他条件を見て決めることになる。
　　　資産運用と負債の管理は、企業会計では、本業による営業損益とは区分された営業外損益
　　の話であるが、各企業は、上記のさまざまな条件を勘案しながら自社にとって最も有利な方
　　法を求めて非常に神経を使って資産運用と負債の管理をしている。
　　　県においても、その財政状況からいえば、可能な限り支出は減らしたい。
　　　外郭団体においても、資産の運用と負債の管理について再検討していただきたいと思う。

　（２）　外郭団体における資産運用と負債のバランスについて問題を感じたのは、外郭団体の決算
　　書を経年で比較し、また、各外郭団体の決算書を比較したからである。
　　　今回の監査にあたっては、まず、県の出資比率 25％以上の外郭団体及び（財）しまね農
　　業振興公社の全てについて直近の平成 19 年度の決算書を見た上で、そのうちの借入金等を
　　有する 13 団体を抽出し、その 13 団体について 10 年間の決算書から決算書の各科目の「科
　　目残高推移表」を作成した。
　　　横道にそれるが、実はこれは大変な作業であった。
　　　外郭団体ごとに会計処理の仕方が異なるので、外郭団体ごとの比較をするには条件をそろ
　　えなくてはならず、そのための調整をしなくてはならない。
　　　さらに外郭団体によっては、本部会計と事業ごとのそれぞれの決算書はあっても、本部会
　　計と全事業を総合した外郭団体全体の総括表が作られていないところもあった。その場合、
　　10 年分の決算書について、それぞれ本部及び事業ごとの数値を足すところからやらなくて
　　はならなかった。
　　　こうして作成した『科目残高推移表』を並べて
　　　　●借入元本の残高推移
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　　　　●運用資産の残高推移
　　　　●毎年の利払い額の推移
　　を見た。
　　　そこで初めて、この団体のこの利払いは他の団体に比べて多くはないか。
　　　運用収益は得ているが、一方でこんなに借入利息を払っているではないか。
　　等が具体的に見えてきた。
　　　借入金のための利払いが「多い」のか「少ない」のか、「増えている」のか「減っている」
　　のか、それは資産運用によって得ている収益に比べて「多い」か「少ない」か。
　　　これらのことはある１団体の単年度の決算書だけを見ていても、はっきりとはわからない。
　　　こうして、経年で科目の金額の増減を見る、また、他の団体の同じ科目の増減と比べる、
　　ということをして初めて多いのではないか？少ないのではないか？ということに気づく。
　　　それぞれの外郭団体においても、運用資産の負債とバランスを考えるために、このような
　　自団体の経年比較、他団体との比較がなされてもよいのではないかと思う。

２　財務情報の重要性
　（１）　運用資産と負債のバランスを考える際に見ることになる「資産」「負債」「利払い」のうち、
　　「利払い」は毎年の「フロー」であり「損益計算書」の中の話である。一方、「運用資産」と
　　「負債」は「ストック」であり「資産」と「負債」の状態を示す「貸借対照表」の中の話である。
　　「ストック情報」は主に現在の資産と将来負担を表しているものであることから、すべきこ
　　とに優先順位をつけ、今、何をするかを決めるために、さらに言えば経営判断のために不可
　　欠なものである。
　　　家計にしても、例えば家を買うとか、こどもを進学させるといった際には、一体我が家に
　　いくらの資産があり、どれだけの負債があり、負債はいつどれくらい現実化するか（＝ストッ
　　ク情報）を確認するだろう。
　　　それがわからないと優先順位もつけられないし、判断ができない。　
　　　その際のストック情報は関わりのある全てを網羅していなくてはならないし、かつ、正確
　　でなければならない。
　　　そうでないと判断を誤る可能性がある。
　　　この認識から、県の「ストック情報」である、『島根県連結バランスシート』を確認する
　　ことになった。

　（２）　島根県は現在『島根県連結バランスシート（試案）』を作成している。
　　　今年度平成 20 年度決算から正式に実施されるということであるが、今後、さらに検討を
　　加えて県の経営判断すなわち、政策判断に有効なものにしていってほしい。
　　　『島根県連結バランスシート』が政策判断のために有効なものであるためには
　　まず、	
　　　　●財務情報が一覧できること	
　　　　●一見してわかること
　　である。長々と説明したり、読み換えたり、別の箇所の数字を足さないといけない、のでは
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　　なく、『島根県連結バランスシート』だけを見てさっと中身がわかるものであってほしい。
　　　経営判断はときに迅速を求められる。それを使う複数の人間が、別段説明されなくても共
　　通の理解ができるような資料でないと、すばやい経営判断や迅速な対応ができない。
　　　さらに、『島根県連結バランスシート』は県庁で使うだけではなく、県民が主体的に判断
　　する基礎となる資料である。この意味からも、県民が一見してわかるものであってほしいと
　　考える。
　　　そして
　　　　●関連する全てを網羅した情報であること
　　も必要である。したがって連結すべき基準の外郭団体は連結して作成しなくてはならない。
　　そうでないと網羅情報とならない。
　　　さらに、
　　　　●数値が会計基準に基づいた正確なものであること
　　が不可欠である。
　　　財務情報は、よいならよい、悪いなら悪い姿がありのままに映し出される鏡であるべきで
　　ある。それは、実際より美しく見える美人鏡であってはならない。そうでないと気づかれる
　　べきことが気づかれず、経営判断を誤ることになりかねない。

　（３）　ストック情報の見方
　　　「ストック情報」を単年度で見ただけではわからないことが、同じ形式の「ストック情報」
　　を「経年で比較する」ことと「網羅情報を作った上で横の比較をする」ことでわかることが
　　ある。
　　　今回の監査でも、外郭団体の決算書を経年での比較と外郭団体を横に並べての比較を行っ
　　たことで気づいたことがあった。
　　　「経年で比較する」ことと「網羅情報を作った上で横の比較をする」方法は、これまでの
　　当県の包括外部監査において度々とられてきた。
　　　平成 11 年度の「清掃委託」では、全清掃委託の委託料を比較している。
　　　平成 12 年度の「貸付金」においてもまず県の全貸付金をリストアップすることから始め
　　ている。
　　　平成 13 年度の「補助金」の際には全補助金一覧表を作成して経年変化を見、全ての補助
　　金をまず一覧表上で比較することで問題点を見出している。
　　　平成 16 年度の「企業局」の際も県から企業局の行っている主要な事業への支出額を一覧
　　化して経年変化と累計額を見ている。
　　　平成 17 年度の「委託料」でも、一定以上の金額で絞りをかけた上で委託の一覧表を作り、
　　横の比較をすることで、指摘事項につながっている。
　　　包括外部監査では全てを見ることはできず、どうしてもサンプルを抽出しての監査となる
　　が、まず、「経年で比較する」ことと「網羅情報を作った上で横の比較をする」方法は、膨
　　大な情報量の中から異常値をみつけ、検討すべき箇所、ポイントを見出す上で有効な方法だ
　　と考える。
　　　包括外部監査制度が始まった頃には、欲しい情報が電子情報として整っていなかったり、
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　　電子情報はあっても形式がバラバラだったりして、まず、一覧できる「網羅情報」を作るこ
　　と自体が大変であった。現在は県庁内で電子情報が整い、パソコンを利用して情報収集・整
　　理がかなり自由に迅速にできるようになり、「～を一覧できる資料」がすぐに作成できるよ
　　うになっている。この間県において工夫がなされてきたことを感じる。
　　　「経年で比較する」ことと「網羅情報を作った上で横の比較をする」方法は包括外部監査
　　においてだけではなく、一般的にも、検討すべき箇所、ポイントを見つける上で有効だと考
　　える。せっかく整った環境を活用してほしい。

３　「発生主義会計」と「複式簿記」
　現在、公会計制度改革が急速に進められ、公会計のあり方が大きく変わろうとしている。その
背景には、これまでの公会計制度ではこの厳しい財政状況に対応していくのに必要な情報が得ら
れない、判断材料として使える財務情報がほしいという緊迫した必要性があるのだと思う。
　新しい公会計制度の基盤には「発生主義会計」と「複式簿記」の考え方がある。
　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」においても、「発生主義会計」と「複式簿記」に
基づいて算定された数値が必要になる部分がかなりある。これらのことからすると、県（外郭団
体を含む）においても「発生主義会計」と「複式簿記」の考え方をきちんと理解した上で、財務
諸表が作成されないといけない。
　今後は、国との関係においても、共通の基盤として「発生主義会計」と「複式簿記」の考え方
が必要になると思われる。
　従来の公会計制度に初めて触れたとき、「発生主義会計」と「複式簿記」に基づく企業会計と
大きく違うことに驚いた記憶がある。それだけ今後の公会計制度はこれまでと大きく変わる、と
いうことである。
　関係する県各部局、外郭団体において、「発生主義会計」と「複式簿記」について積極的に学
んでほしいと思う。

４　ノウハウの共有
　過去の包括外部監査報告書でも何度か触れられていたが、報告書で指摘した問題点に対して県
の他部課では、既に適切に対応していたという場合がある。
　今回の監査では、外郭団体において ｢運用資産と負債のバランス」を考えるべきであるとの指
摘をした。ところが、県本体ではすでに利息に相当するものを設定した上で「基金の繰替え運用」
を実施し、借入利息の軽減をはかっている。
　今回の監査での上記指摘をすでに実行しているということである。
　また、財政課・出納局へのヒアリングを通じて、財政課・出納局において、いかに県の資金流
出を減らすかという観点からの工夫、努力が精力的に行われていることを感じた。　
　今回の監査での指摘は目新しいことはなく、県の中ですでに取り組まれていることなのである。
　であれば、それを外郭団体にも広げてほしいし、県内部で共通の考え方として浸透させてほし
い。
　今回の指摘に限らず、ある部課で行った取り組み、試みを共有することを意識的に行っていっ
てほしいと思う。
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５　「横断的」な意識
　試みを共有していくことは、縦割りの意識ではできない。
　運用資産と負債の総合管理も、運用は運用の部課、借入は別の部課という「縦割り」で行うと
いう意識しかなければ難しい。
　監査の間に、外郭団体に出向していたときは全部を見わたして運用資産と負債とのバランスも
考えていたが、県庁に戻ったら、資産運用と借入はそれぞれ別の部課の担当であることから、そ
の間のバランスを考えることを意識しなくなったという言葉を聞いたのが印象に残っている。
　県のような大きな組織において「縦割り」で仕事をすることはある意味自然なのかもしれない
が、少なくともその「弊害」については、弊害があることを認識し、意識的に打破してほしい。
　初めに縦の業務系統ありき、ではなく、「～を実現するにはどうするか」から出発した横断的
な意識が必要である。

６　包括外部監査の指摘を活用してほしいこと
　包括外部監査は時間的な制約もあるから、監査に限度がある。
　今回も全てを見ることはできず、いくつかの外郭団体を選び出してのサンプル検証である。
　監査していない外郭団体および部課については、これから監査委員監査もしくはそれぞれの部
課および外郭団体において自らチェックするという形で今回の指摘に基づく検討（運用資産と負
債のバランスをチェックする等）を行ってほしいと思う。
　そうあってこそ「包括外部監査」を実施する趣旨がより活かされる。

７　監査の方法と視点
　今回の報告書では、第１章で監査の手法や方針を示し、さらに、包括外部監査チームで作成し
た「決算残高推移表」を付録として添付した。
　文中でもできるだけ、結論だけではなく、監査にあたってとった手法や監査の過程を明らかに
するようにした。
　その中に、監査という形に限らず、問題意識を持って内部で検討をする際の手法について、何
らかの示唆、参考になる部分があれば幸いである。

８　参照文献等
　今回の監査にあたって、我々包括外部監査チームも勉強した。監査のために我々が参照し、踏
まえた文献等は以下のとおりである。
　　　　●当県のこれまでの包括外部監査報告書及びそれに対する県の措置状況についての文書
　　　　●「平成 19 年度島根県公営企業会計決算審査意見書」（平成 20 年 9 月）（監査委員監査）
　　　　　の該当部分
　　　　●当県の行政改革専門小委員会報告書の該当部分
　　　　●総務省「地方公営企業会計制度研究会報告書」（平成 17 年 3 月）
　　　　●総務省自治財政局財務調査課
　　　　　「地方公共団体の連結バランスシート（試案）について（平成 17 年 9 月）
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　　　　●総務省「新地方公会計制度研究会報告書」（平成 18 年 5 月）
　　　　●総務省「新地方公会計制度実務研究会報告書」（平成 19 年 10 月）
　　　　●地方財政、特に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」、および公会計等に関
　　　　　する公刊物や文献
	
９　絶えず「最適解」を実行してほしいこと
　（１）　今回の報告書では、運用資産と負債の総合管理を含め、いくつかの指摘をしたが、それら
　　の指摘は唯一ベストの方法ではない。
　　　今どうすべきかの「最適解」は、環境の変化によって変わってくるものである。
　　　何事もそうなのであろうが、昨日最善と考えて決めたことが今日も、明日も、１年後も最
　　善であるとは限らない。
　　　今回の監査の内容で言えば、例えば県債を外郭団体が持つかもたないか、つまり、資金を
　　県本体が集中して管理するのがいいのか、外郭団体の資産としてそれぞれに管理するのがい
　　いのかについて、検討して最善と考え、現在こうしようと決めたとしても、経済情勢、社会
　　情勢、県の支出や収入のあり方全般、という条件が変われば、最善の行動は異なってくるか
　　もしれない。

　（２）　必要なのは、環境の変化によって ｢最適解」が変わったときに、それに即応できるように
　　準備をしておくことである。そうでないと「最適解」を実行できない。
　　　今回のテーマでいえば、金利の変動というファクターによって「最適解」は当然変わって
　　くるが、金利が変動してから準備したのでは遅いこともある。
　　　いくつかの場合を想定した準備をし、環境の変化に即応して「最適解」を実行してほしい
　　と思う。
　　　政策手段は複数用意しておいてほしい。

　（３）　「最適解」をすばやく見つけるために絶対的に必要不可欠なツールは、「正しい財政状況及
　　び経営成績を表した財務資料」である。
　　　『島根県連結バランスシート』はその要請に応えるものであってほしい。
　　　そして逆に、このことを判断するにはこの数字が必要だからほしい、ということを『島根
　　県連結バランスシート』をはじめとする財務資料に求めることがあってもよいのではないだ
　　ろうか。

　（４）　今、国や地方自治体の多くは本当に厳しい状況にある。島根県も例外ではない。
　　　そういう中だからこそ、すばやく「最適解」をみつけ、機敏に柔軟に対応することによっ
　　て「最適解」が実行されることを一県民として望みたい。
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資　　　料

●　平成 18 年度『島根県連結バランスシート（試案）』

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成 19 年 3 月 31 日現在）

●　平成 19 年度『島根県連結バランスシート（試案）』

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成 20 年 3 月 31 日現在）
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付　　　録

『外郭団体 科目残高推移表』
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●付録　　『外郭団体科目残高推移表』

　当該『外郭団体科目残高推移表』は、包括外部監査人が、監査をする上で必要な情報の整理を
する目的で作成したものである。
　会計処理や決算書の表示の方法が外郭団体ごとに異なることから、包括外部監査人において調
整して作成した。したがって各外郭団体の決算内容を確認するには、それぞれの外郭団体の決算
書に拠る必要がある。
　当該『外郭団体科目残高推移表』は、包括外部監査人が監査報告を行う上での意思形成過程の
文書であると考えるが、監査の過程を示す必要があると判断したことから、付録として本報告書
に掲載することとした。

目　　　　　次

　８　（財）島根県環境保健公社
１１　（社）島根県林業公社
１３　（財）しまね産業振興財団
１４　島根県土地開発公社
１５　島根県住宅供給公社
１６　（財）島根県建設技術センター
２０　（財）島根県環境管理センター
２３　（株）島根県食肉公社
２４　島根県漁業信用基金協会
２６　島根県信用保証協会
２７　出雲空港ターミナルビル（株）
２８　石見空港ターミナルビル（株）
３５　（財）しまね農業振興公社

決算書の科目推移表の作成要領

　　①　抽出期間は平成 19 年度以前の 10 年間とした。

　　②　抽出科目は、運用等資産、借入金・支払利息、退職給付引当金・同引当資産とした。

　　③　財産目録等で科目の内容が分かる場合は出来るだけ内容別に記載した（内容が分からな
　　　い場合は科目名をそのまま記載している）。

　　④　支払利息については決算書類で判明する金額を記載した。
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